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１－１

第１章 序論

１．１ 本研究の背景と従来研究

１．１．１ 大学における ICT 利用教育の導入の背景

近年のわが国における少子高齢化の急速な進行は、さまざまな分野へ影響を与え

ている。大学教育においても 2007 年度以降の入学希望者総数が入学定員総数を下

回る、いわゆる大学全入時代が到来し、大学教育の質の低下が問題となってきてい

る。

この傾向は、私立大学においてより顕著であり、2007 年度において私立大学の

40％となる 221 校で定員割れの学部があり、このうち 17 校では定員の 50％を満たし

ていない。これは 2011 年度にはさらに深刻化し、62％の私立大学で定員割れの学部

が存在する状態となっている。

さらに、この問題はすでに実体化しており、2003 年の立志舘大学において、定員割

れが原因となり閉学となり、広島文科学園大学へ吸収された事例をはじめ、2005 年

の萩国際大学に対して、民事再生法の適用などといった事例を発端として、現在では

東和大学、三重中京大学、聖トマス大学、神戸ファッション造形大学、愛知新城大谷

大学、福岡医療福祉大学、東京女学館大学、LEC 東京リーガルマインド大学の 8 校

において学生募集の停止をしており、いずれも募集停止後の閉学が予定されてい

る。

これに対する政府の対応として、内閣府が主導する形で 2006 年に教育再生会議

が設置された。さらに、その後継組織として 2008 年に設置された教育再生懇談会に

おいて、大学・大学院の抜本的な改革として、以下の 6 つの項目を中心に大学全入

時代の大学の在り方が検討された。

（１）大学教育の質の保証

（２）国際化を通じた大学・大学院改革

（３）世界トップレベルの大学院教育

（４）国立大学法人の更なる改革

（５）地方の大学教育の充実

（６）大学・大学院の適正な評価と高等教育への投資の充実

この中で示される指針として、ソフトウェアからのアプローチとしては、少人数型教

育や Faculty Development の充実といった教育サービスの向上が挙げられている。ま

た、ハードウェアからのアプローチとしては、教室内のネットワーク環境の整備や学生

への PC 貸与などの授業環境の改善が検討されている。

これを踏まえて、これらの検討を具現化するための取り組みとして、本研究で取り

上げる ICT を利用した教育の推進が求められており、デジタルメディア教材を利用し

た自己学習や、e-learning による遠隔講義、LMS 導入による効率的な授業運営など

の導入が必要となっている。



１－２

このような状況の中で早稲田大学では、次世代の教育方針の策定を行っている

Waseda Vision 150 の中で、ICT の教育への利用が検討されており、その具体的な利

用方法として、教育内容の公開と対話型教育への移行が挙げられている。

教育内容の公開では、ICT を利用することで、国内外に対して教育内容を公開し、

「教育の早稲田」を可視化すると同時に、海外の優れた授業内容を取り入れ、世界で

もっとも優れた、あるいは多様な教材・方法による教育を実現することを目的としてい

る。

これらを実現するための公開方法としては、既存のインターネットによるオンデマン

ドシステム、オープンコースウェアなどの活用や、学生ポートフォリオを構築し、レポー

トなどだけではなく、自己PRなども発信することが可能となり、就職活動のツールとし

ても役立てることを想定している。この結果、世界の優れた授業を積極的に取り入れ

る、あるいは授業交換・共有などを通して、多様な授業展開を目指すものである。

これに加えて、対話型の教育への移行では、ネットワークを活用した遠隔・オンデマ

ンド授業環境の整備、教材開発と授業形態の革新などを図り、教室での単方向な講

義主体の授業形態から、演習・ゼミを主体とする学生参加対話型教育やフィールドワ

ークも活用したプロジェクト型教育へと重点を移し、問題を発見し、解決策を提案し実

現する能力を涵養することを目的としている。

授業の自動収録システム整備や教材のデジタル化・電子書籍化を支援する体制を

整備し、授業内容のデジタル化を促進し、多くの講義科目のオンデマンド化を図るこ

ととしている。

図１－１ ICT 利用教育導入の背景

大学機能の向上が必要

大学入学年齢層の少子化

ソフトウェアからの
アプローチ

ハードウェアからの
アプローチ

教育サービスの向上 教育環境の改善

競争力の強化

ICT利用教育の導入促進

e-learning環境の整備

LMSによる効率化

デジタルメディア教材の開発



１－３

このように、収録・配信のための各種設備の導入に加えて、コミュニケーション性を

重視した教授者と学習者が双方向に対話する形の教育を推進することで、より高い

教育効果を得ること目指している。

また、これらの支える具体的な技術として、デジタルメディア教材、バーチャルリアリ

ティ、シミュレーション実験、遠隔授業、オンデマンド授業、自動翻訳、コンピュータ支

援共同作業などのキーワードが挙げられており、これらを実施するための教育支援ツ

ールの整備も必要とされている。

１．１．２ ICT 利用教育の分類と現状

このような背景の中で、大学における ICT 利用教育の導入は、国立大学を中心に

徐々に進んできている。文部科学省先導的大学改革推進事業における統計より作成

した、大学での ICT 利用教育の導入割合を下図に示す。

2000 年度に実施された早稲田大学政治経済学部「メディア最前線」では、早稲田

大学早稲田キャンパス14号館と、赤坂アークヒルズを ISDN回線により接続し遠隔講

義が実施された。この講義において、単位認定がされたことを皮切りに、2001 年度に、

大学設置基準における遠隔講義の導入指針が示されたことで導入が増加した。

また、2004 年度には、信州大学工学部情報学科において、一般教養科目・専門科

目を含み、大学設置基準における上限である 60 単位全てを遠隔講義により単位認

定を行う形式のカリキュラムが設置された。このように科目単位ではなく、学部・学科

図１－２ ICT 利用教育の導入割合
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単位での導入が行われるようになったことで、大学単位での導入割合と共に実際の

導入授業数が増加していくこととなった。

さらに、2008年度には、大学におけるインターネットなどを用いた遠隔講義を行う学

部・研究科の割合を 2 倍以上にすることを目指し、国内外の大学や企業との連携、

社会人の受け入れを促進することを目的とした、「内閣府IT戦略重点計画2008」にお

ける教育へのICT利用の促進の指針が示された。この結果、2009年度には大学にお

ける大型のハードウェアやネットワークインフラの大量整備が行われ、私立大学、公

立大学においても急速に導入が進んできた。

しかし、ここまで述べてきたような、ICT 利用教育の導入のための各種指針が示さ

れてきている一方で、導入率は 36％に留まっているのが現状であり、今後の一層の

導入促進策の検討が必要である。

次に、導入されている ICT利用教育の分類をその目的ごとに整理した。ICT利用教

育の導入事例は、前述の文部科学省先導的大学改革推進事業において収集されて

おり、この事業において調査事業行っている独立行政法人メディア教育センター

（2005-2007 年度）および放送大学 ICT 活用・遠隔教育センター（2008-2010 年度）に

登録されている大学・大学院での ICT 利用教育の事例を対象とし、（１）授業支援、

（２）遠隔講義、（３）学習管理の 3 つに分類した。

（１）授業支援

従来の対面講義に加えて、学習者の理解度の向上のための電子黒板やデジ

タルメディア教材などといった支援ツールの導入やシミュレーションソフトなどによ

る可視化などを行うもの。また、予習や課題作成などの自己学習時の関連情報

収集に関わるデータベースやソフトウェアの導入もこれに含まれる。

（２）遠隔講義

テレビ会議システムやライブスパイラルシステムを用いた、1対 1および1対多

数において遠隔地にいても講義を受講できるシステムを構築しているもの。ストリ

ーミング技術による同期型の配信、オンデマンド技術による非同期型の配信の双

方が含まれる。

（３）学習管理

Learning Management System（以下、LMS とする。）を用いることで、授業状況

の進捗管理や課題提出、予習復習の管理といった教授側からの学習管理を行う

もの。SNS やグループウェアを利用して、学習者が教授者に対して質問を行うと

いった双方向性を確保し、コミュニケーションの促進を行うためのツールもこれに

含まれる。

ICT 利用教育の導入数が年々増加しているが、その中で大規模なシステムが必要
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となる遠隔講義や、大学全体や学部単位で導入が必要となる LMS などの学習管理

においては、ほぼ横ばいと推移している。

一方で、講義単位で導入の可能な授業支援のための支援ツールの導入が増加し

ていることが分かる。

１．１．３ 大学での ICT 利用教育の実施における課題

前述のとおり、ICT 利用教育の大学での導入数は年々増加しているが、全体の導

入割合では 36％に留まっているのが現状である。

ICT 利用教育の利便性などが認められる一方で、その普及が進まない原因として

は、大きく分けて（１）ネットワークインフラの課題、（２）制度面の課題の 2 つが考えら

れる。

（１）ネットワークインフラの課題

大学教育に限らず ICT の利用普及に伴い、わが国におけるインターネットの普

及は急速に進んでおり、人口当たりの普及率は高い状態であるが、これにはダイ

ヤルアップ回線などのナローバンドも含まれた統計であり、光回線やADLSといっ

たブロードバンド回線の普及率だけ見ると、必ずしも十分な状態といえない。人口

カバー率という表現で、都心部での普及はほぼ終了しているイメージが存在する

が、人口の少ない地方ではこの傾向は顕著であるといえる。

実際のブロードバンド普及率は、全国平均でも 60％程度であり、関東、近畿と

いった人口が集中している地域ほど高く、北海道・東北、九州・沖縄といった遠隔

図１－３ ICT 利用教育の分類
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地ほど低くなっている。

同様に、地域ごとの大学進学率を見ると、ブロードバンド普及率と相関する形

で遠隔地ほど進学率の低い傾向を見て取ることができる。こういった地域はネット

ワーク環境と同様に、交通インフラの整備が不十分であるという要因も考えられ

るが、教育基本法における教育機会の平等という観点からもそれへの対応が求

められる。

交通インフラの整備には、初期コストとしても膨大な費用がかかり、その維持に

も継続的な費用が必要なことから、本研究で取り上げる遠隔講義の導入は有望

であると考えられる。しかし、前述のように、こういった遠隔地ではブロードバンド

の普及は不十分であることから、ナローバンド（＝低帯域）にも対応した遠隔講義

手法の開発が必要であると考えられる。

下図に地域ごとのブロードバンド普及率と大学への進学率を示す。

また、ネットワークインフラの整備の課題とともに、そこに流通するデータトラヒ

ック量の課題も考えられる。データトラヒック量とは、時間当たりに流通しているデ

ータ量をことであり、ネットワークインフラには、利用できる帯域に上限があり、こ

れを越えて通信を行うことはできず、帯域を越えるデータ量が送られた場合、デ

ータ遅延や欠損といった問題が生じることとなる。インターネットの普及初期にお

けるWEBサイトにおいては、テキスト情報や静止画による表現が中心であったの

に対して、近年では動画の配信といったサービスが普及してきたことにより、デー

タトラヒック量は急速に増加している。

図１－４ ブロードバンド普及率と進学率
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下図に示すは、データのダウンロードおよびアップロードごとに、データトラヒッ

ク量の推計を行ったものである。

国内のデータセンターを同士繋ぐ接続ポイントであるインターネットエクスチェ

ンジの中から、主要な 6 ポイントにおけるトラヒック量を計測することにより、国内

全体のデータトラヒック量の推計を行った。2008 年から 2011 年の 3 年間でインタ

ーネット上を流通するデータトラヒック量は 42％増加しており、秒間当たりのデー

タ量は 2,500GB に達しようとしている。

ダウンロード量に限れば、2009 年 11 月を境に若干の減少傾向にあるが、これ

はインターネットエクスチェンジを経由しない、個人間の P2P 通信によるデータ交

換が普及したためであり、こういった P2P 通信も含めると今回の推計量以上に、

インターネット上で流通しているデータ量は増加していると考えられる。

このような急速なネットワーク利用の増加は、前述のデータ遅延や欠損を引き

起こすことになるが、新たな回線の敷設や帯域の増設などは多額の費用がかか

る。これはエンドユーザーに当たる大学単位での整備も同様であり、短期的に大

きく改善することは困難であることから、現状の限られたネットワークインフラを効

率的な利用するための圧縮技術の開発が必要となってきている。

（２）制度面での課題

もう１つの大きな課題として、大学設置基準への対応に代表される教育 制度

への対応の問題が挙げられる。大学設置基準とは、文部科学省によって定めら

図１－５ データトラヒック量の推計
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れる大学講義において、単位認定がされるための講義の要件を定めたものであ

り、従来から行われている対面講義と同等の教育効果を上げることが求められ

る。

これは対面講義の中で、付加要素として行われる授業支援においては、 問

題とならない場合が多いが、遠隔講義のように対面講義の代替として行われるも

のについては、重要な課題となる。以下に大学設置基準における遠隔講義に実

施時の単位認定の要件を抜粋したものを示す。

１）全て満たすべき要件

・講義は、隔地の教室またはこれに準ずる場所において同時に行われるもの

であること。(同一教室内の複数の教室間を結んで行う場合や、送信側に

は講師のみがいて、学生がいない場合を含む)。

・多様な通信メディアを利用して、文字、音声、静止画、動画等の多彩な情報

を効率的かつ双方向に扱うことができる状態で行われるものであること。

・教育機関において、直接の対面講義に相当する教育効果を有すると認めら

れたものであること。

２）配慮すべき要件

・講義中、学生と講師が相互に映像・音声などを用いて対話すること。

・講師に対する質問の機会を確保すること。

・画面では黒板の文字が見づらいなどの状況が予想される場合には、予め

学生にプリント教材を配布するなど工夫をすること。

・遠隔講義の受信側教室に、必要に応じて講師またはTA等を配置すること。

・デジタルメディア教材を活用する事により、一度に多くの学生を対象とした

講義を行う事が可能であるが、受講者数が過度に多くならないようにする

こと。

このように教授者と学習者が、双方向にコミュニケーションが図れる環境を整

え、デジタルメディア教材を活用することで、対面講義に相当する教育効果を有

することが求められる一方で、教育効果を定量的に評価する指針は示されておら

ず、遠隔講義の導入促進の障壁となっている。

こういった制約条件の中で、遠隔講義の導入数は、学科分類ごとに大きな差

異がある。座学が中心となっている人文学系が多いのに比べて、対面講義の再

現が困難であると考えられる実験・実習が伴う、理工系や生物系といった学科で

は、導入が進んでいないという現状がある。これは、本研究で活用を目指す環境

分野における教育でも同様のことが考えられる。環境分野の教育は、その対象

範囲が広いという点に加えて、現在進行形で起こっている諸問題を扱うことが多



１－９

いことから、教室内の座学だけでは十分ではなく、現場での調査などを含めた、

実習による講義が多く行われるからである。

また、これらの導入事例において実際に単位の認定が行われているのは、全

ての学科において、30-40％と低い値となっており、前述の大学設置基準を満た

した遠隔講義が行えていないことが分かる。

また、このような ICT 利用教育導入促進への課題の整理は、従来研究においても

行われており、ICT の利用方法の区分や対象となる学習者の区分ごとに、必要となる

要件の整理を行うことで実施されている。以下にそれらの中から代表的なものを示

す。

表１－１ ICT 利用教育導入の課題に関する従来研究

年度 研究題名 研究者 概要

2006 学校教育におけるICT利用の教
育改革の動向

赤堀侃司（東京
工業大学）

ICT 利用教育の変遷を,1)視聴覚教
育,2)コンピュータ教育,3)コンピュ
ータ教育から情報教育への移行,4)
ネットワークの活用と新しい学習環
境整備,の 4 つに分類・評価を実施。

2007 How Should Inclusivity Infl
uence Teaching of ICT Desig
n

SLOAN David (U
niv. Dundee, D
undee, GBR)

ICT 利用教育を多様な利用者の視点
から,1)技術的な専門家,2)文系学
生,3)理系学生,4)障害者に区分して
最適な導入形態の検討。

図１－６ 遠隔講義による単位認定率
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2008 ICT 活用教育の実態調査におけ
る経年変化に関する検討

波多野和彦（メ
ディア教育開発
センター）

大学・大学院における ICT 利用教育
の導入事例の収集し、その普及状況
と効果について研究。

2009 大学におけるICT活用教育の現
状と推進の視点

清水 康敬（東京
工業大学）

大学・大学院における ICT 活用教育
の導入の現状について調査をし、シ
ステム開発の視点から導入推進・標
準化の課題について検討を行ってい
る。

2010 学校におけるICTの活用に関す
る国際比較調査

坂谷内勝（国立
教 育政策 研究
所）

ICT 利用教育の実態についてネット
ワークが未整備である途上国での実
施事例をついて調査を行い限られた
インフラ内での導入状況に調査を行
った研究。

１．１．４ 大学での ICT 利用教育の支援ツール開発の課題

これらの課題を克服するための支援ツール開発は、各分類において行われている。

本研究ではこれらの中で、前述のネットワークインフラおよび制度面での課題の多い、

（１）情報検索の効率化、（２）遠隔講義のための配信技術、（３）授業支援のための

VR技術を対象に支援ツールの開発を行う。

まず、この 3 つの項目について、従来研究を調査することで、支援ツール開発に残

された課題について整理を行った。

情報検索の効率化においては、授業支援に分類される自己学習での利用を想定

して、学習課題に対する関連情報の収集の最適化に関する従来研究の調査をしたと

ころ、一般的な WEB サイトに対する自然語検索だけでなく、自己学習に必要となる事

典的な知識を収集するための検索アルゴリズムの開発や、ユーザーの検索行動の

類型化、キーワードの関連付けといった研究が多く行われていることが分かった。ま

た、大学・大学院における自己学習において有効と考えらえる学術論文に特化した検

索エンジンの構築なども行われている。

しかし、これらの研究の多くは、データベースの中から関連する情報を効率よく集

めるための手法の開発に主眼をおいたものであり、集められた情報の中から、ユー

ザーが本当に求めている情報であるかの判定をすることによる、精度よく情報を絞り

込むための研究は、あまり行われていないということが分かった。

これに対して本研究では、効率化と精度向上を両立することを目的とした検索アル

ゴリズムの開発を行うこととし、詳細については第 3 章で述べる。
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表１－２ 情報検索の効率化に関する従来研究

年度 研究題名 研究者 概要

2002 World Wide Web を用いた事
典知識情報の抽出と組織化

藤井敦, 石川徹也
(図書館情報大)

複数の用語説明を分野や語義に基づ
いて分類することで組織化し,情報
の質を高め、より効率的な知識情報
の抽出を行っている。

2011 National study of inform
ation seeking behavior o
f academic researchers i
n the United States

Niu,Xi, Hemminge
r,Bradley M.,Lown

アメリカにおける研究者の情報探索
行動を把握し、効率的に検索するた
めの高速化アルゴリズムの開発を行
っている。

2012 学術論文に特化した検索エ
ンジンの構築と評価

石田栄美 (九州大
学)

学術論文への直接的なアクセスを保
証することで検索精度を向上させ、
学術論文に特化した検索エンジン
「アレセイア」の構築と評価を行っ
ている。

2012 ユーザの検索意図を反映す
るキーワードマップと情報
収集エージェントの連携に
よる探索的情報検索

梶並知記,高間康史
（首都大学東京）

ユーザの検索意図を踏まえたキーワ
ードマップとキーワード間の関連付
けを統合したシステムの構築をして
いる。

遠隔講義のための配信技術では、前述の大学設置基準の答申における対面講義

と同等の教育効果を有することへの対応が大きな課題となっている。そのための技術

開発として、対面講義と同等の情報量をどのように伝送するかというところが研究の

中心となっている。

既存のネットワークインフラであるインターネット回線を利用するものだけでは不十

分であり、大容量のデータ伝送が可能な衛星回線・光回線での遠隔講義やそれに利

用するための高帯域での動画圧縮手法の開発が行われている。

また、対面講義との大きな差異となっている、教授者と学習者のコミュニケーション

に対しては、従来は講義後にメールなどにより質問し補完するという形が多く取られ

ていた。これは、前述の同等の情報量を伝送するという問題に加えて、それをリアル

タイムに行うことが困難であったからである。しかし、こういった手段では、学習者同

士で質問内容を共有することが困難であり、対面講義と同等とならない原因の１つと

して考えられてきた。これに対する支援ツールとして、掲示板やチャットなどにより学

習者同士もコミュニケーションが図れるツールが開発されてきた。さらに、近年ではコ

ミュニケーション性を高めるために、タイムラグなく教授者と学習者がビデオチャットを

行うためのリアルタイム圧縮技術の研究が進められている。

このように遠隔講義のための配信技術は、対面講義の教育効果に近づくための研

究が中心となっているのに対して、前述したようにそれを行うためのネットワークイン

フラの整備は不十分な状態であり、これらの技術を全ての地域に対してすぐに適用す

ることは困難であるといえる。
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この状況に対応するために本研究では、既存のネットワーク環境やそもそもネット

ワークが未発達な地域においても適用可能な遠隔配信技術の開発を行うこととし、詳

細については第 4 章で述べる。

表１－３ 遠隔講義のための配信技術に関する従来研究

年度 研究題名 研究者 概要

2002 国際衛星網・インターネッ
トと光通信網による国際公
開遠隔講義

前迫孝憲(大阪
大学）

アフガニスタン・大阪大学間双方向衛星
遠隔講義の NIME ワールドによる衛星回
線と光通信回線を併用した高速ネットワ
ークによる遠隔講義の実証を行った。

2007 マルチメディア情報通信に
おける大学間遠隔講義

岸田崇志 (広島
市大学）

多様なネットワーク環境下における大学
間遠隔講義において、必要なネットワー
クインフラの比較を行っている。

2009 多地点高解像度遠隔講義シ
ステムと自動制御システム
の構築

櫻田武嗣(東京
農工大学)

国内の18大学23拠点を光回線で接続し、
HD 画質を保証した高解像度映像,高品質
な音声で結びさらに利用者の負担を減ら
す制御システムの構築を行っている。

2010 遠隔講義における双方向コ
ミュニケーションについて
の課題とその解決に向けて

後藤正義（東京
都市大学）中澤
真 (会津大学)

大学間遠隔講義における教授者と学習者
の双方向コミュニケーション手法につい
て学習効果の視点から課題整理と解決方
法を提示した。

授業支援のための VR 技術の活用は、数値シミュレーションの可視化への適用は

古くから行われており、視覚表現による疑似体験への適用では、医療分野など特定

の分野を対象にしたものが先行的に行われている。これは、遠隔医療など教育だけ

でなく実業の中での需要があったということが原因で考えられ、医療分野は他の教育

分野に比べて資金が豊富であり、大規模なシステムの構築が容易であったという要

因も考えられる。こういった先行事例を含めて、VR 技術の教育への利用は、大規模

なスクリーンを用いたシステムの構築の研究のように、視覚表現のみに特化した研究

が中心として行われてきた。

本研究では、従来の視覚表現に加えて、聴覚や触覚への刺激を行うことで、さまざ

ま体感効果を再現することで、より高い教育効果を得るための授業支援ツールの開

発を行うことを目的として、体感型安全教育支援システムの開発を行うこととし、詳細

については第 5 章で述べる。
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表１－４ 授業支援のための VR 技術に関する従来研究

年度 研究題名 研究者 概要

1997 The application of virtu
al reality to chemical e
ngineering education

BELL J T, FOGL
ER H S (Univ.
Michigan,), Si
mul Ser

工学教育に対する VR 技術の導入可能性
について VR 構築モジュールの開発を行
い触媒劣化,非等温反応条件,化学プラン
ト災害分析の数値シミュレーション等へ
の適用を行っている。

2009 医学教育システムと VR 技
術

木島竜吾 (岐阜
大)

医学教育分野における VR 技術のニーズ
と必要技術について調査し、物体指向の
バーチャルリアリティにより人間の知覚
や感覚を VR により体感させている。

2010 学校教育に VR 技術を導入
するための設計

瀬戸崎典夫 (九
州大学), 森田
裕介 (長崎大)

大規模な没入型スクリーン装置を利用し
た VR 提示装置の設計と導入指針を示し、
装置の有効性について実証した。

2011 遠隔学習での利用を前提と
した VR と実写映像の合成
条件に関する考察

藤木卓 (長崎
大)

VR 技術を用いて製作された教材に対し
て実写映像と合成し、リアリティを高め
ることでの教育効果の向上を検証した。
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１．２ 環境分野への活用方法の検討

本研究では、環境分野における教育への ICT 利用教育の活用と展開を目的として

いる。具体的な検討として、早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科における事例

をもとに検討する。

環境エネルギー研究科では、教育研究にあたっての研究コンセプトとして以下の５

つを挙げている。

（１）「学問領域統合型アプローチ」による対応

（２）「4 つの市民の共創」による展開

（３）「現場･現物･現実主義」での実践

（４）「大学の主体性・自律性」を堅持した社会との協働

（５）「社会のための技術・手法」の開発・提案・実践

これらを実現するために ICT 利用教育の適用の可能性としては、 「学問領域統合

型アプローチ」および「現場･現物･現実主義」が考えられる。

前述のように、環境分野の教育は非常に広範囲であり「学問領域統合型アプロー

チ」がこれにあたる。下図に示すのでは早稲田大学における環境分野における研究

をマッピングしたものである。分野としては、自然・生態系から化学、エネルギー、リサ

イクルまで広範囲であり、研究フェーズとしても技術開発から社会実装まで全てのフ

ェーズにわたって行われている。このような広範な学問領域を横断的に情報収集・検

索する場面において ICT 技術の適用が可能である。

図１－７ 早稲田大学における環境分野の研究マップ



１－１５

また、「現場･現物･現実主義」での実践では、実社会における問題点の把握を行う

ために、実際の現場に赴き調査・体験を行うことが必要となってくる。

しかし、地理的・時間的な要因からそれらを行うことが困難である場合において、

ICT 技術を利用した遠隔配信技術の活用による遠隔講義や VR を利用して疑似体験

ができる授業支援手法の活用することで、実際にその場に行かなくても同等の教育を

受けることが可能である。

さらに、各開発項目における環境分野の教育への適用については、3章から5章ま

での各章の中で詳述することとする。
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１．３ 本研究の目的

これらの背景に対して本研究では、従来の「代替」や「補完」を目的とした ICT 利用

の導入促進だけではなく、ICT 利用した新たな教育支援ツールを開発することで、より

高い教育効果を得るための ICT 利用教育を行うことを目的とする。

具体的には、従来研究の整理の中で示した、「情報検索の効率化」、「遠隔講義の

ための配信技術」、「VR 技術による授業支援」の 3 つの課題に対して、「自己学習に

おける効率的な情報検索アルゴリズムの開発」、「多様なネットワーク環境に対応した

遠隔講義手法の開発」、「VR を用いた体感教育による授業支援手法の開発」を行うこ

とで、より効果的な ICT 利用教育の提案を行う。

これにより、従来の ICT 利用教育における課題の克服に対する方向性を示し、物

理的な距離を埋めるだけの対面講義の代替としての遠隔講義や従来の授業の補完

として ICT利用をするだけでなく、ICT利用をすることで付加要素とし、より高い教育効

果を得ることを目指す。

また、これらの成果を蓄積し、さらに ICT利用教育データベースを活用することで教

育コンテンツの高度化を行う。この結果、教育効果の改善や教育サービスの向上とし

ての ICT 利用教育の普及だけでなく、次世代の教育モデルの提案を行うことを目的と

する。

ICT利用教育データベースの構築

対面講義の補完的な意味が強く効果は限定的

ICT利用による新たな支援ツールの付加

不可視情報を可視化するVR技術

大量情報から抽出する検索技術

効率的なネットワーク利用をした遠隔配信技術

高い教育効果を得るためのICT利用教育

DB活用による
高度化

教育コンテンツ
として充実

図１－８ 本研究の目的
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１．４ 本論文の構成

序論となる本章では、大学におけるICT利用教育の現状を分析して、ICT利用教育

の分類を行った。

第 2 章では、ICT 利用教育データベースの構築とその活用方法の提案を行う。

ICT 利用教育の事例集は、独立行政法人メディア教育センターらにより、収集・公

表されてきたが、実施者や講義概要を文章としてまとめたもので、収取された情報活

用することを目的としたデータベース化はなされていなかった。

そこで、本研究では、ICT 利用教育の事例を体系化するために「講義概要」「実施

対象」「利用ツール」の 3 つの項目に対して、43 個の属性を持たせることで整理し、

ICT利用教育データベースの構築を行うこととした。これにより、再利用を行うとした際

に、必要となる情報を効率的に検索できるようになり、ICT 利用教育の普及に寄与す

ると考えられる。

また同時に、ICT 利用教育に用いられている機器およびソフトウェア、遠隔講義に

用いられているネットワークインフラおよび双方向性確保の手法について分析するこ

とで、今後の ICT による教育支援ツールの開発に関する課題の整理を行い、第 3 章

以降でこれらの課題を踏まえた検討・開発を行う。

第 3 章では、自己学習時に利用される情報検索において有効な情報検索アルゴリ

ズムの開発を行う。

インターネット上の情報は膨大である。その中から自分に必要情報を探すためには、

検索ポータルサイトなどを用いた情報検索が一般的である。しかし、年々増加する情

報量に対して、検索に必要なキーワード数も増加しており、効率的なキーワード選択

を行う必要性が高まってきている。また Google などを用いた情報検索は、より多くの

情報を収集するために自然語を中心としたアルゴリズムにより構築されているために、

大学教育などの場面で必要とされる、専門用語を中心とした検索には適していなかっ

た。

そこで、専門用語を中心として、事典的に情報検索を行うことができるアルゴリズム

を開発して、自己学習時の情報検索の効率化を図る。まず、検索対象およびキーワ

ードに対して Suffix Tree Clustering Algorithm を適用することによる全文検索をするこ

とで、検索精度の向上を行った。次に、この検索結果に対して、関連のキーワードを

用いたベイジアン予測を適用することで、キーワード絞り込みを行い、さらにキーワー

ドの有無を事前選別するランダム選択アルゴリズムを導入することで、検索速度の効

率化を行った情報検索アルゴリズムの開発を行う。

さらに、これのアルゴリズムを用いて、大学教育および研究時への適用を行うこと

で、その効果の検証を行う。

第 4 章では、多様なネットワーク環境に対応した遠隔講義手法の開発するための

動画圧縮手法の開発とデータ伝送方法の検討を行う。
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現在の遠隔講義に用いられている動画は、低圧縮・高精細のものが主流となって

いるが、国内のブロードバンド普及率は未だ 60％程度であり、過疎地や離島といった

ネットワーク未発達地域から配信には適応していなかった。

そこで、低・中帯域でも比較的画質が良く伝送のできる動画圧縮として、XVD 形式

およびOn2VP6形式を用いた動画圧縮アルゴリズムの開発を行う。また、ネットワーク

インフラが整っていない地域内でのデータ伝送手法として、無線 LAN を用いたデータ

伝送を行う際の最適アンテナ配置の検討、PoE電力搬送による有線LANネットワーク

の検討を行う。

さらにこの成果を用いて、瀬戸内海の離島である香川県豊島からの遠隔講義の実

証試験を行い、システムの有効性の確認をする。

第 5 章では、大学での実習・実験での安全教育を例に、VR を用いた体感教育によ

る授業支援手法の開発を行う。

大学での安全教育は、マニュアルやウェブサイトの整備といった情報配信や講習

会による座学での教育などが中心であり、教育効果の高い実地での体感型教育は

時間・場所の制約が大きいために頻繁に行うことは困難であった。また、VR を用いた

教育手法は、ICT を用いた教育の中でも、今後有望な技術として注目を集めており、

これらを組み合わせた VR を用いた体感型安全教育支援システムの開発を行う。

従来の VR を用いた教育では、対象となる事例ごとにコンテンツおよびシナリオの

開発を行う必要があり、非常に高コストであった。これに対して、本研究で開発した体

感型安全教育支援システムでは、ベースとなる VR プラットフォームを中心に既存の

機器を組み合わせ、映像や音声による視覚、聴覚からの情報に加えて、熱や振動と

いった触覚による情報を再現することとした。さらに XML によるシナリオマネージャー

を導入することで、比較的に安価なシステム構成とする。

また、実証試験を通したアンケート調査および心拍数を用いた定量評価を行うこと

で、体感効果および操作性の課題を抽出し、より高い体感効果を得るための機能改

善を行う。

第6章では、本論文のまとめとして、本研究で得られた成果を要約するとともに、今

後の ICT 利用教育の普及方策について検討と次世代の ICT 利用教育のモデルの提

案を行う。

ICT 利用教育データベースを活用することで、さらに教育現場に求められる課題を

抽出して、それに対する教育支援ツールの開発を行う。

具体的には、ユーザープロファイルを利用した自動検索、次世代電力搬送を利用

した遠隔制御や没入型 VR システムによる拡張現実といった技術の提案をするととも

に本研究では開発した、教育支援ツールとともに大学講義への適用についての手案

をすることで次世代の ICT 利用教育モデルの提案を行う。
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結論および今後の展望

ICT利用教育データベースの構築とその活用方法の提案

自己学習における効率的な
情報検索アルゴリズムの開発

多様なネットワーク環境に
対応した遠隔講義手法の開発

VRを用いた体感教育による
授業支援手法の開発

【授業支援】での
支援ツールの開発

【遠隔講義】での
支援ツールの開発

【自己学習】での
支援ツールの開発

・ICT利用教育の普及に向けた方策の検討
・次世代ICT利用教育モデルの提案

序 論

・大学におけるICT利用教育の現状
・ICT利用教育の分類

第1章

第2章

第3章 第4章 第5章

第6章

・ICT利用教育DBの構築と分析
・ICT利用教育DBの利用方法の提案

図１－９ 本論文の全体構成
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第２章

ICT 利用教育データベースの構築と

その活用方法の提案
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第２章 ICT 利用教育データベースの構築とその活用方法の提案

２．１ ICT 利用教育データベースの構築の目的

本章では、年々増加している ICT利用教育の取り組み事例の体系的な再整理を行

い、他の教授者が事例を参考に活用する際に必要となる、ICT 教育支援ツールの情

報を有効に抽出するこのできるデータベースを構築し、その活用方法を提案すること

を目的とする。

従来の ICT利用教育の実施事例は、文部科学省の所管となる独立行政法人メディ

ア教育センターにより行われてきた。2009 年の独立行政法人整理合理化計画により

同法人は解散し、放送大学 ICT 活用・遠隔教育センターに引き継がれ継続的に行わ

れている。しかし、ここで収集されている事例は、フォーマットが定められたデータベー

スの形式をとっておらず、大学ごとに取りまとめられた事例を報告書的に羅列するの

みで、再利用することが困難であった。

上図に示されるような事例集において、「実施者」「年度」「システム概要」「講義内

容」などを文章中から読み解くことはできたが、収集され蓄積された情報より、新たな

教授者が事例を参考に新たな教育コンテンツとする際に必要となる技術・ツールなど

を類推することは困難であった。

また、フォーマットが確立されていないことにより、収集されている情報にも差異が

大きく、そもそも項目が欠損しているために必要な情報が文章中に存在しないという

図２－１ ICT 利用教育収集事例
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ことも考えられる。

その結果、蓄積された事例集は年度を追うごとに陳腐化し、蓄積されたデータの活

用が進まないことから ICT 利用教育の導入促進に寄与することはなかった。
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２．２ ICT 利用教育データベースの構築の提案

こういった現状を踏まえて、蓄積されたデータを有効に活用できるように配慮した

ICT 利用教育データベースの構築の提案を行う。

２．２．１ ICT 利用教育事例の収集

まず、従来からの ICT 利用教育事例の収集を行った。

収集の対象としたのは、前述の独立行政法人メディア教育センターの 2005 年度か

ら 2008 年度の事例と放送大学 ICT 活用・遠隔教育センターの 2009 年度から 2010

年度を合わせた 363 事例に加えて、遠隔教育センターなどの専門組織が設置されて

いる大学・大学院での 111 事例の合計 474 事例を対象とした。

上図に示すのは事例収集の結果を、第１章で示した分類と同様に集計を行ったも

のである。従来のメディア教育センターと放送大学における事例のみを収集した場合

に比べ、授業支援の割合が増加しているという傾向は同様であるが、その傾向はより

強く見られ、2010 年度においては、全体の 51%が授業支援に含まれることが分かっ

た。

また、「その他」の項目に関して、具体的な内容を調査したところ、必ずしも学生教

育を対象としない企業との共同研究などにおいて、シミュレータなどの装置を利用す

るといった事例や専用のソフトウェアを利用した分析・解析を行うといった事例であっ

た。

0

20

40

60

80

100

2005 2006 2007 2008 2009 2010

割
合

％

年度

学習管理 遠隔講義 授業支援 その他

図２－２ ICT 利用教育の実施事例
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これは従来の事例においては、大学から報告がある教育の事例のみを対象として

いたことから省かれていたものが、改めて抽出できた結果である。

２．２．２ ICT 利用教育データベースの構築

ここで収集された 474 件の事例を対象として、ICT 利用教育データベースの構築を

行うこととした。

従来の事例集に対して、本研究で提案する ICT 利用教育データベースでは ICT 利

用の事例を体系化するために（１）講義概要、（２）実施対象、（３）利用ツールの3つの

項目に対して、43 個の属性を持たせることで整理した。

また、それぞれの項目、属性において選択項目だけでなく、より詳細な機器、ソフト

の情報を登録するために入力項目を設置することで、活用時の利便性の向上を図っ

ている。

（１）講義概要

講義概要においては、従来の事例集の中からも読み取ることができる実施者、

科目、講義内容についての項目に加えて、実施期間において、開始年と終了年

を属性として付与することで、過去の取り組みか、現在も行われている取り組み

かを識別することとした。さらに、分類の項目では１章で行った ICT利用教育の分

類に合わせて、授業支援、遠隔講義、学習管理、その他の属性を持たせることと

した。このような形で何時、何処で、何を目的してという形で講義概要を整理す

る。

（２）実施対象

実施対象においては、ICT 利用教育が提供される実施場所として、通常の対

面講義と同様に教室内のみで行われるもの、遠隔講義により遠隔地のみに対し

て行われるのも、それらの両方を対象とするものの項目を設けた。遠隔地への配

信においては、対象となる配信人数に対して、1 人または複数の属性を付与し、

さらに単方向、双方向の属性による分類を行っている。また、配信に用いられる

インフラの属性として、従来型のデジタルメディアの郵送に加えて、ビデオ回線、

衛星回線、インターネット回線、3G 回線といったネットワークインフラを用いた配

信方法の分類を行う形で実施対象の整理をする。

（３）利用ツール

利用ツールでは、利用機器の項目においてハードウェアの分類を行い、代表

的な ICT 機器の選択を行うこととした。またソフトウェアの分類としても同様に代

表的なソフトウェアの選択を行うこととした上で、具体的にソフトウェア名を記入す

ることで利用ツールの整理をする。
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これらを踏まえ、ICT 利用教育データベースの項目と属性の全体構成を示す。

実施概要 選択項目

実施者 入力項目

科目

講義内容

実施期間

継続中

開始年

終了

開始年

終了年

分類

学習管理

遠隔講義

授業支援

その他

実施対象

対象場所

教室

遠隔

両方

対象人数

複数

双方向

単方向

1 人

双方向

単方向

配信方法

デジタルメディア郵送

ビデオ回線

衛星回線

インターネット回線

３G 回線

その他

利用ツール

利用機器

PC

セットトップボックス

電子黒板

書画カメラ

携帯端末

デジタルメディア

プロジェクター

その他

利用ソフト

LMS

SNS

配信

グループウェア

シミュレータ

VR/MR

その他

図２－３ ICT 利用教育データベースの構成
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それぞれの属性において、選択項目と入力項目を設け、事例集の文章から推測で

きる講義内容などの情報を入力項目として、さらに選択項目においても利用ツール詳

細情報から分類できるものには合わせて入力項目を設定することで、活用時に検索

を行うことになる属性から、実際に利用することになる機器やソフトウェアを抽出でき

る構成としている。

実施概要の項目において、従来の事例集と同様に実施者および講義内容を示す

ことで、実施されている内容を把握すると共に、従来は実施年だけだったものを、開

始年、終了年の属性を加えることで、現在も継続中のものかどうか把握できるように

した。

実施対象、利用ツールにおいては、プルダウン式の選択メニューに加えて、具体的

な利用機器、ソフトウェアの情報を入力できる項目を設けて、属性からの検索を容易

とするとともに、活用時に必要となる機器、ソフトウェアの情報を同時に取得できるよ

うにしている。
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図２－４ 構築された ICT 利用教育データベースの例
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２．３ ICT 利用教育データベースの分析

２．３．１ 教育支援ツールの利用状況と課題

構築された ICT 利用教育データベースを利用して、教育支援ツールの利用状況と

課題についての分析を行った。

ICT 利用教育に用いられる機器について、その利用割合の分析をしたものを以下

に示す。

従来から利用されていた CD-ROM や DVD-ROM に教育コンテンツを記録し、それ

を再生することで反復学習するデジタルメディアの利用や、語学教育などに利用され

ていた、テレビ回線を利用して通信を行うセットトップボックスの利用は減少傾向にあ

る。

一方で、Microsoft PowerPoint といったプレゼンテーションソフトを利用して、教室内

で講義を行う形式が定着した近年においては、それらを実施するための機器として、

PCおよびプロジェクターの整備が進んでいる。特にPCについては、従来 1教室1台

という形での整備が主流であったのに対して、1学生1台という形での整備へと拡大し

てきており、利用割合の増加に加えて、実際の導入台数は、より増加していると考え

られる。

また、電子黒板については、ICT 利用教育における導入機器として例示される機会

は多いが、実際には専用機器が必要となることから利用割合は横ばいである。

図２－５ ICT 利用機器の利用割合
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同様に携帯端末についても、PC と違い表示画面が小さいために、学習者の人数

分必要になることから利用が進んでいなかったが、スマートフォンの普及が急速に進

んでいる背景の中で、通話機能を削除して、Wi-Fi 機能のみを利用することができる

端末を配布するという形で代替ができるようになったために、今後の利用割合が増加

することが予想される。

次に、ICT利用教育に用いられるソフトウェアについて、その利用割合の分析をした

結果を以下に示す。

実施事例の分類で示された傾向と同様に、学習管理に利用される LMS や遠隔講

義のための配信ソフトウェアは一定数普及しているが、近年はほぼ横ばい、または減

少の傾向にあることが分かる。これは、大きな初期投資をすることのできる一定規模

以上の大学において、設備を整えることができた結果であると考えられる一方で、そ

れらを有効に活用することができない、設備の維持・更新に新たな投資をすることが

困難になった、といった要因により利用を中止してしまった事例があると考えらえる。

また、SNS やグループウェアといったウェブサイトを利用することで、教授者と学習

者、または学習者同士のコミュニケーションの促進するための授業支援が増加傾向

にある。これは、後述する遠隔講義における双方向性の確保とも関係し、教育効果向

上の重要な手段として、一方的な講義形式でなく、コミュニケーションを図りながら行

う、対話型の講義が重要視されているということを示している。

一方で、対面講義に対して可視化などの付加要素を加えるような、先進的な授業

図２－６ ソフトウェアの利用割合
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支援となりえるシミュレータや VRの普及はあまり進んでいないことが分かる。

ICT 利用教育の全般に占める授業支援の割合は大きいが、それに用いられている

ソフトウェアを見ると、前述のSNSやグループウェアなど既存のウェブサービスから派

生したものは普及しているが、専用のソフトウェアや大規模なハードウェアが必要に

なるシミュレータや VRは普及が進んでいないという現状となっている。

このことらから、今後のICT利用教育に求められる技術として、授業支援が重要とな

ることに加えて、教育効果を高めるための技術を、より簡易に行うことができるシステ

ムおよびソフトウェアの開発が求められるといえる。

２．３．２ 遠隔講義におけるネットワークインフラの状況と双方向性確保の課題

収集されたデータから、配信対象に注目をして遠隔講義に用いられるネットワーク

インフラと双方向性確保について分析をした。

遠隔講義の本来の教育工学上の定義では、ICT を利用せず課題などを郵送する

通信教育も遠隔講義とされているが、本研究では、何かしらの手段で ICT を利用して

行う所謂 e-learning をその対象とする。

同様に教育工学上の定義においては、e-learning に内包されるものとして、インタ

ーネットによる教育として Web-Based Training（以下、WBT とする。）とコンピューター

による教育としてComputer-Based Training（以下、CBTとする。）の2つが定義されて

いる。

図２－７ ネットワークインフラの割合
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この両者は、どちらも包含される事例が多いが、セットトップボックスを利用した遠

隔講義のように、WBT ではあるが CBT ではないものや VR 技術を利用した授業支援

のように、CBTではあるがWBTではないといった事例も存在する。下図に、教育工学

上の遠隔講義の対象範囲について示す。

これを踏まえて本研究では、配信方法の分類として（１）デジタルメディア郵送（２）イ

ンターネット回線（３）3G 回線（４）衛星回線（５）ビデオ回線の 5つに分類した。

（１）デジタルメディア郵送

従来から行われていた、印刷媒体による教育コンテンツを郵送する通信教育

に代わりに、教育コンテンツを DVD-ROM などのデジタルメディアに収録すること

で、情報量を増大させ教育効果の向上を図り、それを物理的に郵送することによ

って行われるもの。

（２）インターネット回線

テレビ会議方式やストリーミング技術を利用するライブスパイラル方式などによ

り、インターネット回線を利用して、教室での教授者の講義を配信するもの。オン

デマンド配信などの教授者と学習者がリアルタイムにコミュニケーションが取れな

い非同期型のものも、インターネット回線を利用して配信する場合はこれに分類

する。

（３）3G 回線

配信方式はインターネット回線と同様であるが、配信時に利用する回線が携帯

電話の通信網である 3G 回線を利用して配信するもの。配信対象は携帯端末だ

図２－８ 教育工学上の遠隔講義の対象範囲

遠隔講義＝Distance Learning

ICTによる教育＝e-learning
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けでなく PC への配信であっても、3G 回線利用するものはこれに分類する。

（４）衛星回線

専用のパラボラアンテナと通信衛星を利用することで、大容量のデータ配信や

ネットワークが未整備な途上国などに対して配信するもの。ネットワーク全体では

インターネット回線などと組み合わせ利用されることもあるが、一部でも衛星回線

を利用して配信するものはこれに分類する。

（５）ビデオ回線

CATV などの専用回線を利用して、セットトップボックスを介してビデオ配信を

行うもの。従来は NTSC によるアナログビデオのみであったが、近年ではデジタ

ルビデオによる高画質な配信もある。

当初はブロードバンドの普及率が低く、有効な画質での配信をすることが困難であ

ったため、インターネット回線より、デジタルメディア郵送の割合が多かったが、ブロー

ドバンドの普及と相関するようにインターネット回線の利用が増加している。

また、近年は3G回線を用いた携帯端末への配信も増加しており、スマートフォンの

普及や次世代規格である 4G 回線の普及により、今後も増加していくと考えられる。

衛星回線、ビデオ回線による配信は、従来から一定数の導入が行われているが、

初期コストや回線の維持が高額であるために普及の拡大はされていない。しかし、遠

隔医療などの高精細の画質が必要となるような、限定的な状況での利用は行われて

いる。

しかし、ブロードバンドや 4G 回線は都市部では十分な普及がなされているが、地

方都市や特に遠隔講義が必要となる過疎地といった物理的に距離がある地域にお

いては、未だ普及が進んでいない。その結果、教育機会の平等性が失われていると

いう問題点も出ていることから、ネットワークインフラの整備と並行して、こういったネ

ットワーク未発達地域に対応したデータ伝送手法の確立が求められている。

さらに、遠隔講義の配信時の双方向性確保の状況と対象としている人数について、

分類を行う。

まず、配信対象を教室形式のように複数で受講するもの、ライブスパイラル方式の

ように学習者が場所に拠らず 1人で受講するものの2種類に分類した。これに加えて、

リアルタイム配信をすることで、教授者と学習者の双方向性を確保し、コミュニケーシ

ョンを取ることを可能としているか否かの組み合せにより、（１）双方向複数、（２）双方

向 1 人、（３）単方向複数、（４）単方向 1 人の 4つに分類をした。

（１）双方向複数

教授者と学習者をリアルタイムに繋ぐことで両者のコミュニケーション性を確保

し、さらに学習者同士のコミュニケーション性を確保するもの。
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（２）双方向 1 人

教授者と学習者を1対1でリアルタイムに繋ぎ両者のコミュニケーション性を確

保するもの。

（３）単方向複数

学習者が LMS などを利用し個々に受講するが、学習者の時間を同一とするこ

とでチャットシステムなど利用し、学習者同士のコミュニケーション性を確保するも

の。

（４）単方向 1 人

あらかじめ収録された教授内容を任意の時間に学習者が 1 人で視聴し、教

授者への質問は電子メールなどで行うもの。

複数、1 人を対象とした配信ともに大学設置基準の答申にも示されているような、

双方向性を確保した講義形式が増加しており、コミュニケーション性の確保した重要

視されてきていることが分かる。

教授者が一方的に講義を行う際には、データ伝送において欠損がなければ、若干

遅延していても問題とならないことが多いが、学習者が質問をして、それに対して回

答をするといったような場合では、データ伝送の遅延はコミュニケーション性を失わせ

る要因となるため、遅延の少ないリアルタイム圧縮技術の開発が重要となる。

図２－９ 双方向性と配信人数の割合
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２．４ ICT 利用教育データベースの活用方法の提案

構築された ICT 利用教育データベースの活用方法について提案を行う。

ICT 利用教育データベースは、前述のように蓄積されたデータを活用し、新たな教

育コンテンツとして、活用することを目的としている。これは、同種の教育コンテンツが

利用される中で、問題点や教授者、教具といったものの問題点がブラッシュアップさ

れることで、教育コンテンツ自体が高度化するという効果を期待しているものである。

活用を促進するためには、教育コンテンツを利用した教授者が、自分の目的と合

致した教育コンテンツを容易に検索できる必要がある。また同時に、検索された教育

コンテンツの中で、利用される教育支援ツールが的確に明示されることも重要となる。

ICT利用教育データベースでは、前者に対しては、入力項目の体系化、後者に対し

ては、項目に対する属性の付与と具体的な利用機器、ソフトウェアの入力項目を設け

ることで対応している。

下図に示すのは、遠隔講義において双方向複数の配信を行いたい場合の検索範

囲を示したものである。

従来の事例集から検索を行う場合、データが体系化されておらず、全体から関連

のキーワードを用いて複数回検索をする必要があった。

これに対して ICT利用教育データでは、データが体系化され、項目と属性が階層構

造に並んでいることから、教授者が不必要としている項目、属性を除いて検索でき、

目的としている教育コンテンツに容易に抽出することが可能となっている。

上図の事例であれば、教授者は遠隔講義に関連する情報を抽出したいという目的

に対して、従来であれば ICT 利用教育の分類の全てから検索を行わなければならな

かったが、ICT 利用教育データベースでは、不必要となる学習管理や授業支援の項

目を検索する必要がなくなる。

また、属性ごとに正規化がなされているため、最下層の属性からでも逆引き検索す

ることができる。同様に今回の事例であれば、遠隔講義に必要なソフトウェア名のみ

図２－１０ ICT 利用教育データベースの検索範囲
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を単独で検索することも可能であり、活用する際の機器選定において有効な情報とな

る。このように、情報の体系化による検索効率を高めることで、コンテンツの活用を容

易化することを可能とした。

これを踏まえて、双方向性のある遠隔講義を多人数に対して行いたい、という教授

者がいた場合を例に、ICT 利用教育データベースの活用フローを示す。

ＩＣＴ利用
教育データベース

分類による絞り込み

遠隔講義

教授者

双方向性のある遠隔講義を
多人数に対して行いたい。

属性による絞り込み

双方向性 多人数

支援ツール
の抽出

実施内容
の再蓄積

474例

130例
60例

WebOCM

UT Open Courseware

TODAITV

Squeak

eSAFE

SOSEKI

DKUL

ANDES

I-Navi

ポリコム

phoenix

・・・

・・・

支援ツールの一覧

教授者は、ICT 利用教育データベースにおいて、まず分類による絞り込みを行うこ

とで 474 例から 130 例までに絞り込むことができる。さらに属性による絞り込みで 60

件の事例とともに、そこで利用された支援ルーツの一覧を抽出して提供する。

教授者はこの一覧より、自身の講義に適用な可能な支援ツールを選択して講義を

行う。この際に、講義に合わせた問題点の抽出やカスタマイズを行うことで、新たな実

施内容として再蓄積し、データベースを充実させることを想定している。

図２－１１ ICT 利用教育データベースの利用例



２－１６

２．５ まとめ

ICT利用教育データベースの構築を行い、その内容を分析することでICT利用教育

支援ツール開発の課題を抽出し、活用方法の提案を行った。結論を以下に示す。

・従来の網羅的な事例集および遠隔教育センターなどの専門組織が設置されて

いる大学・大学院での事例 474 件の収集を行った結果、授業支援を全体の 51％

を占める。

・求められる項目と属性の検討を行い、3 項目 43 属性を設け、ICT 利用教育データ

ベースの構築を行った。

・ICT 利用教育データベースの分析を行った結果、利用されている機器およ びソフ

トウェアの傾向から、今後のICT利用教育には、コミュニケーション性の確保が重

要となる。

・遠隔講義に用いられる手法の分析を行い、インターネットの配信が 88％、その中

で双方向性確保したものが 58％を占め、インターネットによる講義配信や双方向

性の確保が求められている。

・ICT 利用教育データベースを活用し、利用機器、ソフトや対象者を起点とした逆引

き検索を行うことで、教育コンテンツ再利用および高度化を行うためのフローの

提示を行った。
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表３－８ 対象としたシラバス

表３－９ 関連語の抽出結果
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表３－１０ 検索結果の比較

表３－１１ 検索されたキーワードと件数



３－１

第３章 自己学習における効率的な情報検索アルゴリズムの開発

３．１ 自己学習における情報検索の効率化の必要性

第 1 章で示したように、インターネット上で流通する情報量であるデータトラヒックは

増加している。その中からユーザーは、自らに必要な情報を探すために、Google や

Yahoo といった検索ポータルサイトを利用することが多い。

一般的に検索ポータルサイトを利用した検索は、検索ウィンドに対してキーワード

を入力することによって行われ、AND 検索や OR 検索などの機能が実装されている。

その検索結果は、過去の検索におけるクリック数や被リンク数で定めるページランク

やウェブページのソース上の meta 情報などを参考に検索順位が決定される。その

結果、実際に内包されている情報より、過去の他の検索ユーザー動向やウェブペー

ジ制作者が意図的に組み込んだキーワードなどが優先的に表示される傾向がある。

さらに近年では、Google AdWordsなどのオンライン広告プログラムが組み込まれた

ことで、さらに恣意的に検索結果が変更されることになる。この結果、本来のキーワー

ドの関連性からの検索結果と異なり、有効な情報にたどり着くことを困難とさせてい

る。

また、自己学習の一般的な流れに当てはめた場合を考える。まず、学習者は教科

書や参考書などによる一次的な学習を行い、さらに不足する情報を文献や論文など

による関連情報の収集で補い、これらを利用して課題・レポートの作成をすることとな

る。

この関連情報の収集に際して、情報検索をすることとなるが、従来この場面で利用

されるものは、辞書などによる用語検索や図書館などからの紙媒体での関連論文の

調査が一般的であった。しかし、近年では Google のような検索ポータルサイトに加え

教科書
課題・レポート

の作成
参考書

文献などによる
関連情報収集

図３－１ meta 情報の例（早稲田大学 web サイト）

図３－２ 自己学習の流れ
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て、wikipedia のような辞典サイトや Q&A サイトなどが充実してきたことから WEB 媒体

を利用するものが増加している。

下図に示すのは、情報検索をする際に利用する方法についてアンケート調査を行

ったものである。2003 年では紙媒体での検索が 38％あったのに対して、2011 年では

WEB媒体での検索が 60％まで増加している。

このような、情報検索の利用は増加する一方で、WEB 上のデータ量も同様に増加

しているために、ユーザーが望む必要な情報にたどり着くことが困難となってきてい

る。

Google を利用して検索を行った際に利用されたキーワード数の比較をしたところ、

2003 年と 2010 年を比較した場合、1word のみで検索されたものが 29.2％であったも

のが、15.2％まで減少している。また、平均キーワード数の比較でも 2.47word から

2.79word に増加しており、ユーザーが検索する際に必要となるキーワード数が増加し

ていることが分かる。

この結果からも、検索ポータルサイトを利用して検索をする際には、インターネット

上のデータ量が増加するにつれ、有意な情報にたどり着くために、複数のキーワード

を用いて検索を行うことが必要不可欠となってきている。

図３－３ 情報検索に利用する方法

（DIMSDRIVE『電子辞書』に関するアンケートより）
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次に 2010 年のデータを利用して、実際に検索時に必要となるクエリ数について示

す。実際に検索を行う際のユーザーの行動としては、有意な情報を得るために、まず

少ない word 数で検索をし、網羅的に得られた情報に対して、キーワードを加えること

29.2%

24.8%

24.3%

12.3%

5.4%
3.2%

1Word 2Word 3Word 4Word 5Word それ以上

図３－４ 検索に必要なキーワード数の割合（2003 年）

15.2%

31.9%

27.0%

14.8%

6.5%

4.6%

1Word 2Word 3Word 4Word 5Word それ以上

図３－５ 検索に必要なキーワード数の割合（2010 年）
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で情報の絞り込みを行っていくこととなる。つまり 1 回の検索行動において、最終的な

有意な情報にたどり着くために、複数回の検索が行なわれていることになる。

前述の単純なキーワード数の増加を示したものに比べて、さらに少ないキーワード

数での検索が占める割合が少なくなり、1word による検索の割合は 5.4％まで減少し

ている。

これを踏まえ本研究では、効率的な検索を行うために 1word 目に用いられるキー

ワードと関連する、2word 目以降の関連キーワードを自動抽出するためのアルゴリズ

ムと、検索時のクエリ数の削減のための高速化のアルゴリズムを組み合わせた、検

索アルゴリズムの開発を行い、その検索精度向上と効率化の検証を行う。

5.4%

22.6%

28.7%

21.0%

11.5%

5.7%

2.7% 1.4% 0.6% 0.4%

1Word 2Word 3Word 4Word 5Word

6Word 7Word 8Word 9Word 10Word

図３－６ 検索クエリ数の割合
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３．２ 効率化のための最適キーワード数の判定方法の提案

情報検索に必要なキーワード数の増加による利便性の低下に対応するための機

能として、最初に入力されたキーワードに対して、自動で関連のキーワードを付加す

るシステムの開発が進められている。

Google などでの自動抽出は、ユーザーの検索履歴になど依存して、関連度の重み

付けを行っているため、過去に検索をしたことのあるカテゴリの検索においては効果

が大きいが、新たなカテゴリにおいて検索をした場合には、誤った結果をなることが多

い。そこで本研究では、ユーザーの検索履歴に依存せず、データマイニングにより、

検索対象文章内の単語同士の関連度を利用して判定することとする。

しかし、自動抽出を繰り返しても必ずしも効率的な結果とならない。これは、自動抽

出を行う場合にも、関連のキーワードを抽出するためのアルゴリズムが必要になるか

らである。そこで前述の検索クエリ数とキーワード数の関連に加えて、自動抽出を行

うことで得られる、検索結果の占有率を調査することにより、最も効率的な自動抽出

回数を推定する。

以下に 2010年に google.co.jp 上で「環境」をキーワードとして検索をした 22,940,000

回に対して、検索クエリ数を当てはめ、自動抽出をした場合の占有率の推移を示す。

自動抽出をしない場合の検索クエリ数は、64,782,560 回であるのに対し、自動抽出

を 6回することで、検索クエリ数は 23,215,280 回まで削減され、検索総数の 98％を占

図３－７ 検索クエリ数と自動抽出回数の相関
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めることが分かる。

しかし、占有率の増加割合という視点でみると、回数を増やすことは必ずしも有効

でなく、4 回目以降の自動抽出では、逆に増加率は減少することから、増加率の高い

3 回までが最も効率が良いと考えられる。

このことから、検索精度を重視するならば 6 回、検索効率を重視するならば 3 回ま

での自動抽出が有効であるといえる。
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３．３ 効率的な検索アルゴリズムの開発

このような背景を踏まえて、本研究では、大学教育における利用を想定した効率的

な検索アルゴリズムの開発を行う。

具体的には、Suffix Tree Clustering Algorithm（以下、STCA とする。）による関連用

語の全文検索およびベイジアン予測による関連キーワード絞り込みによる精度向上

を行い、さらに、ランダム選択アルゴリズムの適用による効率化を行う。

３．３．１ Suffix Tree Clustering Algorithm による検索精度の向上方法の提案

従来のGoogle などのおける検索で利用されている自然語の検索に対して、教育に

用いられる専門用語を中心に検索のできる事典的な検索アルゴリズムを構築するた

めに、検索対象となる文章に対して、STCA による関連用語の全文検索を行う。

以下に、STCA を用いた全文検索の例を示す。

STCA とは文章から文字列を検索する際の手法であり、文字列の末尾に接尾語付

与し、完全に一致するものを検索する。一致するものが無い場合は接尾語を前方に

一文字繰り上げ一致するものがないかの検索を行い、これを文字列が一文字となる

まで繰り返す。これによって得られた検索結果の中で、最も文字列が長いところで一

致したものを検索順位の上位として表示する。

本研究ではこれを応用して、検索したキーワードを熟語ごとに分解して、任意の組

合せの文字列を生成し、それらが文章中に含まれるかの判定を行うことで、より高い

検索精度を得るものである。

上図に示した事例では、従来の検索手法では、最初の検索キーワードである

図３－８ Suffix Tree Clustering Algorithm による全文検索

何も含まない検索結果

ICT利用教育

ICT 利用 教育

ICT利用 利用教育 ICT教育

①

② ③ ④

⑤ ⑦⑥

⑧

○＝検索回数

合計8回の全文検索

「ICT,利用,教育」の
全ての熟語を含む検索結果

「ICT,利用」「利用,教育」「ICT,教育」
の2つの熟語を含む検索結果

「ICT」「利用」「教育」の
1つの熟語のみを含む検索結果
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① ICT 利用教育

が文章中の含まれるかという判定のみを行っていたのに対して、ICT 利用教育を熟

語ごとに分解した、

② ICT 利用

③ 利用教育

④ ICT 教育

による全文検索を行う。これを最少の熟語の単位まで繰り返し、

⑤ ICT

⑥ 利用

⑦ 教育

に至るまで全文検索を行うアルゴリズムとなっており、最後に

⑧ 何も含まない検索結果

を加えて検索が終了となる。この結果、関連用語が多く含まれる検索結果を収集す

ることが可能となると考えられる。

以下に STCA を用いた関連用語の抽出事例を示す。

当初の検索において、「自動車」「環境」に関連するキーワードの検索を行うに際し、

関連するキーワードとして、「排出ガス」→「ディーゼル車」→「規制」→「PM」と検索す

図３－９ 関連用語の抽出事例
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ることができた。このように、最初のキーワードから順に、自動で関連するキーワード

を抽出することで、精度の高い情報の絞り込みをすることが可能となっている。

３．３．２ ベイジアン予測による関連キーワード絞り込みの適用

抽出された関連キーワードが適切であるかの正誤判定においては、ベイジアン予

測による重み付けをすることで補正する。ベイジアン予測とはベイズ定理に基づく条

件付けの確率により、未観測要素の推論などに用いられている。身近なところでは、

電子メールにおける迷惑メールの判定にも使われている方法であり、情報検索にお

ける正誤の判定においては有効な方法である。

ベイズ定理は事前確率および尤度関数をあらかじめ設定した上で、判定結果であ

る事後確率の結果を求めることになる。

そもそもベイズ定理は、全ての事象を正確に分類するためのものではなく、任意の

不確実な情報および異なる確率による判定を定式化するための主観確率である。こ

れは、不確実な情報に対して一定の確度で解析することができるという長所がある一

方で、判定結果の正確さは、事前確率を求めるための事前分布と、閾値を設定する

尤度関数によるところが大きくなるという短所がある。

事前分布については、情報を積み重ねることで正確さを増すことができるが、尤度

関数については事前分布からみた情報に対して、判定結果を推測するための尤もら

しさ（もっともらしさ）を表す関数を任意に設定することから、より慎重な設定が必要に

なると考えられる。

これを、本研究で取り扱う情報検索に当てはめるならば、同一のキーワードで検索

された結果を事前分布として収集し、そこから選択された結果に合わせて尤度関数を

設定することで事前確率とする。これにより、同一のキーワードで検索をしたものに対

して、実際にユーザーが想定した検索結果と異なっていた場合、単純な確率密度に

よる判定をするだけでなく、事前確率に尤度によるもっともらしさを加えることで判定

することができるために、検索のたびに検索精度の向上に繋がると考えられる。

文章 p に対して、キーワードが含まれる集合 S を求めるための判定式を以下に示

す。

①式・・・・(|࢝)

検索対象となる文書内の C という文節に対して、

文書内の w 番目に単語 i が存在すると式①とする。

(|ࡰ) = ∏ (|࢝) ・・・・式②

i 対する関連語が C に依存しない新たな文節 D に、

存在する可能性は式②で示すことができる。

ܖܔ
(ࡰ|ࡿ)

(ࡰ|ࡿ¬)
= ܖܔ

(ࡿ)

(ࡿ¬)
+ ∑ ܖܔ

(ࡿ|࢝)

(ࡿ|࢝) ・・・・式③
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ܖܔ
(ࡰ|ࡿ)

(ࡰ|ࡿ¬)
> 0・・・・式④

式③および④により、0 以下である場合は関連度がないものと判定する。

このように、キーワードに結び付けられた関連語に重み付けをし、検索精度の向上

を行うことが可能となる。

３．３．３ ランダム選択アルゴリズムによる検索速度の向上方法の提案

ここまで、STCA によるキーワードの抽出とベイジアン予測による関連語の重み付

を行ってきた。しかし、STCA では関連語を抽出するために全文検索をし、任意の単

語を選び出すという方法であるために、検索精度の向上には貢献するが、一方で、検

索時のステップ数が膨大となり、母数が極めて多い一般のWEB情報からの検索には

適していなかった。そこで、検索アルゴリズムの初期段階で関連語が含むものと含ま

ないものを選別することで、総ステップ数を削減し検索速度の向上を行う。

事前に関連語の有無を判定するためのサンプルプログラムとそれぞれの行におい

ての処理内容について示す。

表３－１ 関連語の有無判定サンプルプログラム

（１）L01:procedure SEARCH（A,n,***）

A という文章の中の n 個の単語の中に「***」という単語が含まれているかを検

索する。

（２）L02:k←1

文章の中の k 番目の単語が環境であるかを判定する

（３）L03:while k<n do

行数 内容

L01 procedure SEARCH（A,n,***）

L02 k←1

L03 while k<n do

L04 if A[k]=*** then

L05 return

L06 end if

L07 k←k+1

L08 end-while

L09 return

L10 end procedure
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検索するk番目の単語が文章の中の単語総数を越えるまでL01-L02をループ

する。

（４）L04:if A[k]=*** then

L05:return

L06:end if

Aという文章の中にk番目の単語が仮に「***」であった場合検索のループから

はずれる。

（５）L07:k←k+1

L08:end-while

L09:return

L10:end procedure

Aという文章の中にk番目の単語が仮に「***」でなかった場合k+1番目で再検

索を行う。

このサンプルプログラムを使用して、n=4 の場合のステップ数を計算したものを例示

する。

表３－２ n=4 の場合のステップ数

4 回の検索を行うことから、L03-L04 および L07-L08 においてループが発生するた

めに、Aの文章の中の4番目の単語が「***」であった場合、18回のステップが必要と

なることが分かる。

サンプルプログラムにおいて、文章内に関連語が含まれる場合のステップ数を一

般化したものを示す。

行数 内容 ステップ数

L01 procedure SEARCH（A,n,***） ①

L02 k←1 ②

L03 while k<n do ③⑦⑪⑮

L04 if A[k]=*** then ④⑧⑫⑯

L05 return ⑰

L06 end if

L07 k←k+1 ⑤⑨⑬

L08 end-while ⑥⑩⑭

L09 return

L10 end procedure ⑱
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表３－３ 関連語が含まれる場合のステップ数の一般化

この結果から、文章内に関連語が含まれる場合においては、文章Aの中のM番目

の単語が存在する場合、4M+2 回で検索できることが分かる。次に、文章内に関連語

が含まれない場合のステップ数を一般化したものを示す。

表３－４ 関連語が含まれる場合のステップ数の一般化

文章 A において関連語が含まれない場合においては、4n+5 回のステップを経るこ

とで存在しないことが証明できる。さらに、含まれる場合、含まれない場合のどちらの

行数 内容 実行回数

L01 procedure SEARCH（A,n,***） 1

L02 k←1 1

L03 while k<n do M

L04 if A[k]=*** then M

L05 return 1

L06 end if 0

L07 k←k+1 M-1

L08 end-while M-1

L09 return 0

L10 end procedure 1

合計 4M+2

行数 内容 実行回数

L01 procedure SEARCH（A,n,***） 1

L02 k←1 1

L03 while k<n do n+1

L04 if A[k]=*** then n

L05 return 1

L06 end if 0

L07 k←k+1 n

L08 end-while n

L09 return 0

L10 end procedure 1

合計 4n+5
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場合も踏まえたステップ数の一般化をしたものを以下に示す。

新たな条件として、S=1 の場合においては関連語が含まれる、S=0 の場合は関連

語が含まれないものとする。

表３－５ 全ての場合を踏まえたステップ数の一般化

この結果から、関連語の有無に関わらず 4M-3S+5 回のステップ数で全ての検索を

終了することができることが分かり、検索したい関連語が何番目にあったとしても総ク

エリ数のおおよそ 4 倍のステップ数で検索することが可能となった。

これを従来通りの STCA での全文検索により、関連語の抽出を行っていた場合と比

較する。STCAによる関連語の抽出回数は、前述した検索クエリ数に占める抽出回数

の占有率から、98%の検索結果を得ることができた 6 回として場合と比較をすることと

する。

6 回の自動抽出を行う場合のステップ数は、検索クエリ数の推定方法と同様に、自

動抽出によるキーワード数の増加と比例して増加することになるので以下の式で示

すことができる。

n+(n+1)+(n+2)+(n+3)+(n+4)+(n+5)＝6n+15 回・・・・式⑤

このことから、ランダム選択アルゴリズムによるステップ数と、アルゴリズムを適用

しない場合の STCA による全文検索のステップ数は、4M-3S+5 回と 6n+15 回を比較

すること算出することができる。このことから、ランダム選択アルゴリズムの適用によ

り、おおよそ 33％のステップ数の削減を行うことができた。

行数 内容 実行回数

L01 procedure SEARCH（A,n,***） 1

L02 k←1 1

L03 while k<n do M+1-S

L04 if A[k]=*** then M

L05 return S

L06 end if 0

L07 k←k+1 M-S

L08 end-while M-S

L09 return 1-S

L10 end procedure 1

合計 4M-3S+5
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しかし、この方式を用いても n=検索を行う文章の単語数であるために、検索対象と

なる文章が多くなるほど、それに合わせてステップ数も比例して増加することから、

WEB 上の一般検索のように膨大な単語数を対象とするにはまだ不十分である。

そこで、関連語が含まれない文章に対して、必要以上に検索しないようにする必要

がある。ここまで示してきたアルゴリズムは選別機能を有さず、文章中の関連語の有

無にかかわらず文章を順に検索をし、発見された関連語の重み付けを行うという処理

であった。

これに対して、関連語の有無を事前に判定することで、関連語が含まれる文章に

おいては、これまで通りの処理を続けることとし、関連語が含まれないと判定された文

章において、それ以後の処理を行わないことでさらなる効率化を行う。

表３－６ 選別機能あり n=4 の場合のステップ数

前述のものと同様に n=4 の場合について例示した場合、16 回のステップ数により

判定を行うことができきることが分かる。

選別機能なしの場合には、文章Aのn番目に関連語が存在するというところまでが、

判定範囲になってしまっていたのに比べて、n 番目というところまでは確定させず、

k=n+1 番目のどこかに関連語が存在するということを判定することで、ステップ数は削

減をしている。

さらに、選別機能ありのもののステップ数を一般化したものについて、以下に示す。

行数 内容 ステップ数

L01 procedure SEARCH（A,n,***） ①

L02 A[n+1]←*** ②

L03 k←1 ③

L04 while A[k]≠*** do ④⑦⑩⑬

L05 k←k+1 ⑤⑧⑪

L06 end-while ⑥⑨⑫

L07 if k<n then

L08 return ⑭

L09 end-if ⑮

L10 return

L11 end procedure ⑯
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表３－７ 選別機能ありのステップ数の一般化

この結果から、選別機能なしの場合において4M-3S+5回であったものが、3M-3S+7

となることから両者を比べた場合、おおよそ 25％の効率化が可能となった。

しかし、一般化した結果を比較すると以下のようになり、選別機能は全ての場合に

おいて有効ではないことが分かる。

(4M-3S+5)-(3M-3S+7)=M-2・・・・式⑥

関連語が文章中の 2 番目にまでにある場合においては、効率化の効果を得ること

なく、1 番目にある場合においては、逆に非効率となることがある。

しかし、この選別機能の目的が膨大な情報の中から検索する場合の効率化であり、

対象が１または 2 単語で構成されている文章は、極めてまれであると考えられるため

に、検討から除外するものとする。

最後に、ここまで述べた本研究におけるアルゴリズムを適用した場合に得られる効

率化の効果を、関連語が含まれる場合と含まれない場合に分けてまとめる。

STCA を利用して全文検索を行っていた場合に比べて、関連語が含まれている場

合は 46％効率化し、関連語が含まれない場合でも全ての全文検索を行ってしまうが

アルゴリズム内の効率化により 18％効率化する。

さらに選別機能を付与することで、どちらの場合においても 25％効率化することが

できる。このことから本研究では提案する検索アルゴリズムは、関連語が含まれる場

合は 59％、含まれない場合は 39％の効率化ができるという結論が得られた。

行数 内容 実行回数

L01 procedure SEARCH（A,n,***） 1

L02 A[n+1]←*** 1

L03 k←1 1

L04 while A[k]≠*** do M+1-S

L05 k←k+1 M-S

L06 end-while M-S

L07 if k<n then 1

L08 return S

L09 end-if 0

L10 return 1-S

L11 end procedure 1

合計 3M-3S+7
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4M+2回

3M+7回

6M+5回

アルゴリズム適用前の検索回数

選別なしアルゴリズムの検索回数

選別ありアルゴリズムの検索回数

4M+5回

関連語が
含まれる場合

関連語が
含まない場合

3M+4回

46%効率化 18%効率化

25%効率化25%効率化

図３－１０ 検索速度の効率化
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３．４ 大学における講義での検証

検索アルゴリズムの精度向上の検証のために、大学における講義を受講する学生

にとって有効であるかという点を題材として検証を行った。具体的な方法として、教授

者が事前にシラバスなどによって講義の概要が中で、学習者に本来学んでほしいと

考えている事柄と検索アルゴリズムによって抽出される関連語に相関があるかによっ

て判定する。

検証を行う大学における講義は、早稲田大学理工学術院先進理工学部に設置さ

れている「FORTRAN 入門」を対象とした。以下に対象とした講義のシラバスを示す。

本講義は、プログラミングのスキル向上のみを目的としたものでなく、FORTRAN の

プログラミング言語としての成り立ちを学ぶとともに、言語に含まれる各種属性やクラ

スタの役割を学ぶために講義である。

表３－８ 対象としたシラバス

科目名 FORTRAN 入門

時限 木曜５限 秋季

教授者 神山司

概要 「簡単なプログラムを読む・書く能力を身につける」ことに重点を置き、専
門分野におけるプログラミング技術習得を目指す上での初級科目と位置づ
ける。本科目は、以下３項目の習得を目標として授業を進める。

１.プログラミングを知る
プログラミング・言語の基礎知識を学ぶ。今後自分自身の研究分野におい

て「なぜプログラミングが必要なのか？」を考える。各自の学習目標を明確
に意識づける。

２.プログラミング基礎能力の習得
各学習項目において、実際のプログラムを読み、必要に応じて修正する（書

く）ことを繰り返すことで、構文を理解できるプログラミング基礎能力を習
得する。

授業スケジ
ュール

第１回 オリエンテーション
第２回 UNIX および Fortran 言語について
第３回 プログラム作成の基本と変数・標準入出力
第４回 プログラムの流れと条件分岐（１）
第５回 条件分岐（２）
第６回 反復処理と組み込み関数
第７回 プログラミング演習（第６回までの内容の演習）
第８回 多重ループと条件付き反復処理
第９回 配列と書式指定
第１０回 多次元配列とファイル操作
第１１回 副プログラム（外部サブルーチン・外部関数）
第１２回 副プログラム（内部サブルーチン・内部関数）
第１３回 プログラミング演習（第１２回までの内容の演習）
第１４回 Fortran90 と FORTRAN77 について
第１５回 講義のまとめ・レポートの解説
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次に、このシラバスの中に対して、講義名である「FORTRAN 入門」をキーワードに

対しての関連語の抽出を行った結果を示す。

表３－９ 関連語の抽出結果

順位 関連語 順位 関連語

1 Fortran 11 研究

2 変数 12 学習

3 入出力 13 構文

4 条件分岐 14 UNIX

5 反復処理 15 多重ループ

6 組み込み関数 16 配列

7 演習 17 多次元

8 プログラム 18 サブルーチン

9 技術 19 関数

10 言語 20 Fortran90

この抽出結果を、ベイジアン予測における事前分布に含めることで、教授者がシラ

バスにおいて、指導したいと考えている内容について検索を行った場合と比較して、

有効な検索結果が得られるかを検証する。

ベイジアン予測適用の前後の検索結果を比較する。適用前の検索結果には、

「write」や「define」のような、プログラムを記述するにあたり用いられる属性やクラスタ

が多く検索されている。

これは、ベイジアン予測を適用する以前の普段の状態においては、「FORTRAN」と

いうキーワードを用いて検索を行っているユーザーの多くが、「FORTRAN」の内容に

ついてき学習するために検索をするのではなく、すでに「FORTRAN」を修得し、実際

に利用際の参考として、前述の「write」や「define」のような属性やクラスタを検索結果

として求めているということが分かる。これは、このままでは、大学教育における講義

で用いるには、不適切であるということを示しているといえる。

これに対して、ベイジアン予測を適用した後の検索結果では、属性やクラスタを示

す用語が減少し、「ベクトル化」「倍精度」といったプログラムの機能を示す用語が増

加している。

具体的には、プログラムの機能を示す用語2件から11件に増加し、属性やクラスタ

を示す用語 10 件から 3 件に減少していることから、プログラミング言語自体を学ぶ上

において有効であと考えられ、大学教育における講義の中で利用するものとして適切

な検索結果が得られた。
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表３－１０ 検索結果の比較

順位 適用前の検索語 順位 適用後の検索語

1 fortran77 1 FORTRAN

2 fortran90 2 COBOL

3 write 3 ALGOL

4 fortran95 4 ベクトル化

5 配列 5 コンパイラ

6 define 6 ベクトル演算

7 character 7 実数型

8 visual 8 オペランド

9 read 9 write

10 エラー 10 define

11 フリー 11 PL/I

12 絶対値 12 倍精度

13 if 文 13 単精度

14 parameter 14 構造化プログラミング

15 print 15 MFLOPS

16 関数 16 サブルーチン

17 le 17 インデックスレジスタ

18 コンパイラ 18 Cray-1

19 implicit 19 GFLOPS

20 フォーマット 20 character

また、同様に環境分野における教育への適用を検証するために、環境・エネルギ

ー研究科に設置されている「国際環境法特論」を対象に検証を行うこととした。

国際環境法を学ぶにあたり使用する書籍として、国際環境法(国際法の中で環境

に関する法律、条約、協定などを扱う分野)のあらゆる局面における争点や定義、歴

史および現状について詳述されている、パトリシア・バーニー により著述された

「International Law and the Environment (2nd edition, Oxford University Press, 2002)」

の全訳を対象に、成立までの経緯や関連事件をまとめた第 2 章を対象としてテキスト

分析をし、関連するキーワードの抽出を行った。

「国際環境法」を起点として、文章中に 10word 以上頻出するキーワードと関連性を

マッピングした結果、関連法制度や組織から派生する具体的な事件などが多く含ま

れる結果となった。
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図３－１１ テキスト分析によるマッピング

テキスト分析により得られた結果上位20件と、本研究で提案するアルゴリズムによ

る検索結果を比較したところ、20 件中 14 件の検索結果が合致することなり、有効な

検索結果が得られることが確認された。
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３．５ 本研究を題材とした大学における研究での検証

３．５．１ 効率化の検証

次に、大学における研究での利用を想定し、さらに広範囲に一般的な WEB 検索を

行う際に利用した場合の有効性について検証を行う。

2010 年 1月から 12月の１年間における「ICT利用教育」をキーワードとしたGoogle

での検索結果と、本研究で提案する検索アルゴリズムを用いた際の検索結果数を比

較することで、効率化の検証を行った。

Google による検索は、対象期間全体で 249,425 件行われており、これに対して、本

研究で提案するアルゴリズムを用いて、関連語を自動抽出して絞り込みを行った結果、

検索対象を 176,999 件まで絞り込むことができ、71％の効率化を行うことができること

が分かった。

表３－１１ 検索されたキーワードと件数

順位 関連キーワード 件数

1 コンピュータ 38,895

2 e-learning 37,554

3 e-ラーニング 21,459

4 学校 17,436

5 大学 13,144

6 情報 11,803

7 活用教育 9,388

8 事例 5,633

9 教育スクエア 4,292

10 LMS 2,817

11 推進協議会 2,280

12 教育効果 1,878

13 課題 1,609

14 先端教育 1,489

15 遠隔講義 1,475

16 研究所 1,368

17 学習管理 1,221

18 授業支援 1,207

19 ネットワーク 1,073

20 課題 978

合計 176,999
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３．５．２ 精度向上の検証

さらに、この絞り込まれた検索結果が、有効な検索結果であったことを検証するた

めに非選択率による検証を行った。

非選択率とは、検索結果として一覧表示された結果から、実際に有効な検索結果

として選択されなかった確率であり、生産工程における不良品を見逃す可能性を示す

見逃し確率の手法を適用したものである。

検索したい単語を見逃す確率を p％とした時に、単語を発見できる発見率は、

(100－p)% ・・・・式⑦

であり 、

(100－p)/100% ・・・・式⑧

の確率で発見できると定義できる。

また、文章に少なくとも 1 個の単語が含まれる確率は、

1－{(100－x)/100}n・・・・式⑨

で示すことができる。また、文章内に n 個の単語が含まれる可能性は、

n=log{1－(100－p)/100}／log{(100－x)/100}・・・・式⑩

で示すことができる。

y = 0.5268x + 7.0732
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これを今回の検索結果に当てはめると、非選択率の平均は 9.2％となり、通常の

Google における検索における非選択率が 22.8％であることから、本研究で提案する

アルゴリズムが、より精度高く有効な検索を行なえているといえる。

しかし、関連度の低い関連語ほど、非選択率が上がる傾向があり、今回の検証で

は 17 番目、18 番目の関連語においては、Google における検索における非選択率を

上回る結果となっており、関連度の低い関連語における改善が必要であることが分

かった。
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３．６ まとめ

選別機能を付与したランダム選択アルゴリズム用いた検索アルゴリズムの構築を

行い、自己学習時の情報検索時の効率化と精度の向上を行った。結論を以下に示

す。

・検索ワード数と検索クエリ数の相関からキーワードの自動抽出は 3 回まで が最

も効率がよく、6 回までで 98％の検索結果を得られる。

・Suffix Tree Clustering Algorithm による熟語単位での全文検索は、検索精度の面

では有効であるが、効率化の面では文章量が多いほどの検索時間が 増加しキ

ーワードとなる熟語の絞り込みが必要である。

・ベイズ定理を用いたベイジアン予測を組み込むことで、関連するキーワードごとの

重み付けを行うことが精度向上に繋がる。

・ランダム選択アルゴリズムを適用することにより、関連語が含まれる場合は46％、

含まない場合は 18％の検索速度の向上の効果が得られ、さらに選別機能を実

装することでさらに検索速度の 25％向上する。

・GoogleAPI を利用した検索結果に比べ、自然語より専門用語を優先的に関連語と

し抽出され、非選択率を 22.8％から 9.2％まで低減する。
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第４章 多様なネットワーク環境に対応した遠隔講義手法の開発

４．１ ネットワーク未発達地域からの遠隔講義の実施状況と課題

大学教育における遠隔講義は1章および2章で示したように、一定数普及している

が、近年は横ばいになっている。その原因として考えられるもの 1 つとして、地方や過

疎地などでのネットワーク環境の未整備が考えらえる。

そういったネットワーク未発達地域からの遠隔講義の配信方法として、（１）複数

ISDN回線の利用、（２）衛星回線の利用の2つの事例を取り上げ、一般的に普及して

いるインターネット回線を使用した遠隔講義と比較した場合の課題について整理す

る。

（１）複数 ISDN 回線

ISND とは、Integrated Services Digital Network の略で、電話やパケット通信に利

用されるデジタル回線網である。国内では、ダイヤルアップ回線の代替としてインタ

ーネット接続時に利用されてきたが、最大 128kbps の通信速度しか得られず、後発

の FTTH や ADSL といったブロードバンド回線に取って代わられることとなった。

しかし、前述のようにブロードバンド回線が都市部を中心に普及しているのに対

して、ISDN 回線は電話回線として用いられていた性格上、地方や過疎地域に対し

ても整備されているため、ネットワーク未発達地域への適用が容易である。以下に

ISDN回線を用いた配信システムの事例として NEC社製の phoenix テレビ会議シス

テムを示す。

phoenix テレビ会議システムは、遠隔講義の普及初期段階であった 2000 年度に

実施された、早稲田大学政治経済学部による「メディア最前線」の講義でも採用さ

れたシステムであり、その後も機器改良が加えられ、同時に 3 本の ISDN 回線を利

用することで、最大 384kbps のデータ伝送を可能とする特徴がある。

（２）衛星回線

衛星回線とは、マイクロ波帯の電波を用いた通信衛星を利用して行われるデー

図４－１ ISDN 回線を利用した配信事例
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タ伝送である。通信衛星そのものが、海底ケーブルを用いたデータ伝送と相補的に

用いられているものであり、ブロードバンド回線の代替として利用することが想定さ

れている。以下に文部科学省が遠隔講義の実証試験を行うために東京工業大学

に設置した ANDSE 衛星会議システムを示す。

ANDES 衛星会議システムは、地上基地として、直径 4.5m の大口径通信衛星ア

ンテナを設置しており、通信衛星である SUPERBIRD A3、SUPERBIRD B2、

SUPERBIRD C2 を利用して通信を行うことで、H.264 およびMPEG2デジタルル映像、

6Mbpsデジタル動画、1.5Mbpsデジタル準動画、ビデオカメラ遠隔制御信号、学生レ

スポンスシステムデータなどのデータ伝送を可能としている。

しかし、これらの方式はあくまでも代替手段でしかなく、複数 ISDN 回線を利用した

配信での最大 384kbps は必ずしも適当なデータ伝送量ではなく、またベストエフォート

方式であるために最高速度が得られず、従来の動画圧縮技術では不鮮明な画質し

か得られないという欠点がある。

衛星回線を利用した配信では、高画質なデータ伝送を行うことができるというメリッ

トがある一方で、前述の ANDES 衛星会議システムのように地上基地として、大規模

な通信衛星アンテナが必要であり、また、データ伝送を中継する通信衛星の利用料

が非常に高価であるために、イニシャルコスト、ランニングコストともに極めて高額な

費用がかかるというデメリットがある。

この欠点を補うために、低帯域でも比較的良好な画質が得られるための低帯域に

特化した動画圧縮と安価で簡易的にデータ伝送が行えるネットワークインフラの整備

が必要となると考えられる。

図４－２ 衛星回線を利用した配信事例
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４．２ ネットワーク未発達地域に対応した動画圧縮手法の開発

ネットワーク未発達地域に対応した遠隔講義を行うための 1 つの方法として、既存

のナローバンド回線を利用しつつも、比較的に高画質でデータ伝送を行なえる低帯域

に特化した動画圧縮を利用することが考えられる。

しかし、近年の動画圧縮技術は映像技術全般が高画質・高精細を求める傾向にあ

るために、それに対応した高帯域での圧縮技術が中心となっており、低帯域に特化し

た圧縮技術の開発はあまり行われていない。

そこで、本研究では、低帯域における動画圧縮に優れた圧縮手法として XVD 形式

と On2VP6 形式による動画圧縮を提案する。

４．２．１ XVD による動画圧縮の開発

XVD 形式は VGM をコンテナフォーマットとして、動画コーデックとして VGM Video

(VT2k)、音声コーデックとして VGM Audio (Muzip4)で構成される。

他の遠隔講義で多く利用されているMPEG方式での動画圧縮では、アンチエイリア

スを用いることで圧縮を行っていたが、圧縮率の高くなる低帯域では著しい画像の劣

化が見られるという欠点があった。

これに対してXVD方式では動画のビットマップデータはそのままに、ランレングスに

よる圧縮を行い低帯域でも画像の劣化を防ぐことができる。ランレングスとは、連帳圧

縮ともいわれ、ある連続したデータを、そのデータ 1 つ分と連続した長さで表現するこ

とで圧縮を行うデータ圧縮アルゴリズムで、モノクロ FAX などの色数の少ないデータ

伝送に多く利用されている。

下記に XVD 形式での動画圧縮のイメージを示す。

動画内の 1 フレームごとに注目した場合は、1 フレームを構成する画像の中で、設

図４－３ XVD 形式による圧縮のイメージ
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定されている解像度に応じて面的に色情報を持つことになる。XVD形式ではこれを色

情報と個数情報に分割して保存することで。同一色の連続である部分について色情

報の圧縮を行っている。

上図で示した事例では、16pixelの色情報に対して、従来は16pixelそれぞれに色情

報を保持するために 32byte のデータ量が必要であった。これに対して XVD形式では、

「灰」×4「赤」×3、「灰」×9 という形で 12byte のデータ量とすることができる。

次に、XVD 形式での近隣画色の判定式の例を示す。

表４－１ XVD 形式での判定式

int *pack_runlength( x0, y0, x1, y1, buffer )

int x0, y0, x1, y1;

int *buffer;

{

int color;

int count = 0;

int x, y;

*buffer++ = x1 - x0 + 1;

*buffer++ = y1 - y0 + 1;

*buffer = point( x0, y0 );

for ( y = y0 ; y <= y1 ; y++ ) {

for ( x = x0 ; x <= x1 ; x++ ) {

if ( ( color = point( x, y ) ) != *buffer ) {

*(++buffer) = count;

*(++buffer) = color;

count = 0;

}

count++;

}

}

*(++buffer) = count;

4 3 9 圧縮された領域

↑色情報 ↑個数情報
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return( buffer + 1 );

}

int unpack_runlength( buffer )

int *buffer;

{

int color;

int count;

int x0, y0, x1, y1;

int x, y;

x0 = *buffer++;

y0 = *buffer++;

x1 = x0 + *(buffer++) - 1;

y1 = y0 + *(buffer++) - 1;

color = *buffer++;

count = *buffer++;

for ( y = y0 ; y <= y1 ; y++ ) {

for ( x = x0 ; x <= x1 ; x++ ) {

pset( x, y, color );

if ( --count <= 0 ) {

color = *buffer++;

count = *buffer++;

}

}

}

return( 1 );

}

しかし、XVD 形式での動画圧縮は、近隣画色および連続する画像において同一色

が存在しない場合、有効な圧縮が行うことができないという欠点がある。判定式で示

した例は、近隣画のバッファを1pixel として完全に隣り合ったpixelおよび色を対象とし

ている。これの対象範囲を広げることは可能であるが、著しい画像の劣化が起こるこ

とになる。

この条件を踏まえると、XVD 形式での遠隔講義の配信は、教室内からの座学の配
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信や決められた対象のある屋外からの配信といった形の講義形式に利用することが

適切であり、スポーツなどの画角全体に動きが大きいものや、決められた画角の中で

も、高速の動いているものなどの配信が必要な講義形式には適してないと考えられ、

これに対応するための動画圧縮方式として、次にOn2V6形式での動画圧縮を提案す

る。

４．２．２ On2VP6 による動画圧縮の開発

On2VP6 形式は、現在もっとも普及している動画形式である adobe 社の flash を包

含できる FLV をコンテナフォーマットとして採用している。また、AVI も同様にコンテナ

フォーマットとして採用しているものもあり、これと区別するために On2VP6F と記され

ることもある。

下記に On2VP6F 形式での動画圧縮のイメージを示す。

On2VP6 形式での動画圧縮は、XVD 形式と同様に近隣画色の色情報を基として圧

縮を行うが、XVD 形式の例で示したような隣接の色のみではなく、行列変換による近

隣画の予測を行うことで、対象範囲を広げて圧縮を行うことが可能となる。

[Y]＝

|Y1|
|  ⋮  |
|Yn|

=

|a11� a12 �a1n|
|   ⋮   � ⋮ �   ⋮   |
|an1� an2 �ann|

|X1|
|  ⋮  |
|Xn|

=[A][X]・・・・式①

しかし、式①で示す従来のカルーネン・レーベ変換による近隣画色の変換行列で

は、データ量が大きくなるほどエンコードに時間がかかることが問題点として指摘され

てきた。

これに対して On2VP6 形式では式②で示す、離散コサイン変換を採用することで、

図４－４ On2VP6 形式による圧縮のイメージ



４－７

比較的類似する結果を得ながら、効率的に近隣画を予測し圧縮を行うことを可能とし

た。

C(i)ඥ(2/N) c s(j) cos {(2j+1)iπ/2N}

n-1

j=0

・・・・式②

次に、On2VP6 形式での近隣画色の判定式の例を示す。

表４－２ On2VP6 形式での判定式

#define YUV

#define Y

#define U

#define V

double *yuv[YUV];

char dbl2char( double d )

{

if ( d < 0 ) d = 0;

if ( d > 255 ) d = 255;

return( d );

}

void rgb2yuv( double **yuv )

{

int color;

char r, g, b;

int gx, gy;

double *y, *u, *v;

y = yuv[Y];

u = yuv[U];

v = yuv[V];

for ( gy = 0 ; gy < draw->height ; gy++ ) {

for ( gx = 0 ; gx < draw->width ; gx++ ) {

color = point( gx, gy );

r = ( color >> 16 ) & 0xFF;
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g = ( color >> 8 ) & 0xFF;

b = ( color >> 0 ) & 0xFF;

*y++ = ( 0.2990 * (double)r ) + ( 0.5870 * (double)g ) + ( 0.1140 *

(double)b );

*u++ = - ( 0.1684 * (double)r ) - ( 0.3316 * (double)g ) + ( 0.5000 *

(double)b );

*v++ = ( 0.5000 * (double)r ) - ( 0.4187 * (double)g ) - ( 0.0813 *

(double)b );

}

}

}

void yuv2rgb( double **yuv )

{

int gx, gy;

int color;

char r, g, b;

double *y, *u, *v;

y = yuv[Y];

u = yuv[U];

v = yuv[V];

for ( gy = 0 ; gy < draw->height ; gy++ ) {

for ( gx = 0 ; gx < draw->width ; gx++ ) {

r = dbl2char( *y + ( 1.4020 * *v ) );

g = dbl2char( *y - ( 0.3441 * *u ) - ( 0.7139 * *v ) );

b = dbl2char( *y + ( 1.7718 * *u ) - ( 0.0012 * *v ) );

color = ( (int)r << 16 ) | ( (int)g << 8 ) | (int)b;

pset( gx, gy, color );

y++;

u++;

v++;

}

}

}
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近隣画色が異なる高精細な画像な画像であるほど、低帯域において画質が劣化

することは XVD 形式と同一であるが、変換行列による判定を加えているために、XVD

形式と比べた場合でも比較的高帯域まで、変換効率を維持することができる。

４．２．３ 知覚画質による動画圧縮の評価

これを踏まえて、今回提案するXVD 形式およびOn2VP6形式と、従来の遠隔講義

で採用されることの多かった WMV9 形式、MPEG-4 形式および DivX5.1 形式との間

で、エンコード時間とファイルサイズの比較を行った。

WMV9 形式は Microsoft 社が開発を行っている動画コーデックであり、通常 WMA

の音声コーデックと一緒に利用される。Microsoft Windows で標準対応している

Windows Media Player で再生可能であるため、PC で受講する形の遠隔講義では、他

に専用のソフトウェアインストールすることなく利用できる。

MPEG-4 形式は ISO/IEC 14496 によって標準化されているファイルフォーマットで

あり、動画コーデック、音声コーデックが共に含まれており、DVDや Blu-ray Disc に採

用されるなどもっとも汎用的な動画形式である。

DivX5.1 形式は、DivX 社により MPEG-4 形式を基に開発された動画形式であり、

MPEG-4 形式と同等の画質を保ちながら、より小さいファイルサイズへの圧縮可能で

あるという特徴を持つ。

比較を行うために用いたハードウェアおよび圧縮前のファイルの条件を以下に示

す。

表４－３ 動画圧縮の比較条件

この条件に加えて、各種ドライバのインストール順位等による影響を防ぐために、

比較する圧縮形式を変える際には、事前に使用したドライバはその都度アンインスト

ールすることとした。

以下に、圧縮にかかった時間と圧縮後のファイルサイズの比較を示す。なお、後述

する知覚画質での評価を行うために、単一のビットレートではなく、512kbps、768kbps、

項目 形式

ハードウェア条件

CPU Pentium4 3.06GHz

メモリ 1GB

グラフィックボード nVIDIA GeForce4 128MB

圧縮前の

ファイル条件

ファイルサイズ 58.8MB

フレームレート 30fps

PASS 数 1
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1024kbps の 3 段階による評価を行った。

図４－５ エンコード時間の比較

図４－６ 圧縮後のファイルサイズの比較
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エンコード時間においては、XVD 形式が他の圧縮形式に比べて、極めて優れてい

ることが分かる。また、ビットレートを低くしたとしても他の圧縮形式と違い変化がほと

んど見られないことから、低帯域での利用に適していると考えられる。On2VP6形式で

は、遠隔講義でも最も多く利用されている MPEG-4 と同等の結果が得られた。

ファイルサイズにおいては、エンコード時間と同様に XVD 形式が優れていることが

確認できた一方で、低帯域になるほど On2VP6 形式も良好な結果が得られることが

分かった。このことから、エンコードを行うハードウェアの性能が確保できるならば

On2VP6 形式も XVD 形式と同様に有効な圧縮形式であるといえる。

次に、有効に利用されている表示画質を pixel 単位で計測することで知覚画質の比

較を行った。知覚画質とは、人間の視覚により認識できる画質のことで、一般的な人

間の目で認識できるデータ量 1 平方ミリメートルあたり 10pixel ほどで、視野範囲を近

接20cmにおいて20cm×30cmと仮定するならば、おおよそ600万pixelのデータ量と

なる。モバイル用途で用に一般的に使われている12.1 インチディプレイのノートPCで

130万pixel、デスクトップ用の大型の液晶ディスプレイで230万pixelであることと比較

すると、近接 20cm において、人間が視覚で認識できる情報の方が多いと考えられ

る。

しかし、教室内での授業のように教授者と学習者の距離がある程度離れている場

合、視野は広がるが面積あたりの情報量を落ちることとなる。仮に学習者が、教室の

最前列に座り教授者までの距離を 2m であるとすると 60 万 pixel ほどのデータ量とな

ってしまい、PC 上の画面を見た方がより多くの情報が得られる結果となる。

また、PC側においても現在開発が進められている4Kや 8Kといった業務用の大型

ディスプレイでは、人間が認識できる 600 万 pixel 以上の解像度を持つためにオーバ

ースペックであるといえ、大教室などに多くの人数を集めて行うテレビ会議型のもので

あれば効果があるが、PC などの画面で表示するには適していないことが分かる。

表４－４ 知覚画質の比較

これを踏まえて、圧縮形式ごとの表示画質とビットレートの関係から知覚画質の比

較を以下に示す。

種類 縦横比 解像度 pixel

視覚 2m 3:2 6,000,00

ノートパソコン 16:10 1,764,000

液晶ディスプレイ 16:10 2,304,000

視覚 20cm 3:2 6,000,000

業務用ディスプレイ 17:9 8,847,360
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XVD形式が 256～640kbps の低帯域時で特に有効であったが、それ以上の帯域に

おいては、ビットレートを上げてもほとんど表示画質は変わらないことが分かった。

On2V6 形式では、低帯域では XVD 形式に劣るが、768～1024kbps の中帯域時に

おいては、XVD 形式より高い画質を得ることができることが分かった。

このことから、本研究で対象とするネットワーク未発達地域での動画圧縮形式とし

て、利用可能な帯域に合わせて、XVD 形式および On2V6 形式を採用することが有

効であると考えらえる。
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図４－７ 知覚画質の比較
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４．３ ネットワーク未発達地域内でのデータ伝送の検討

ネットワーク未発達地域内でのデータ伝送のために、新規に光ファイバーなどの配

線を設置することは、常時利用されるわけではない遠隔講義の配信に利用するには

高コストであるといえ、より簡易に行うために一般的なローカルエリアネットワークの

活用を検討する。

４．３．１ 無線 LAN によるデータ伝送時の最適アンテナ配置の検討

ローカルエリアネットワークによるネットワークインフラの構築において、最初に考

えられるものとしては、無線 LAN によるデータ伝送を行うことが挙げられる。

しかし、市販されている無線 LAN の電波を発信するためのルーター単体では WDS

（Wireless Distribution System）接続を行ったとしても、ルーター間の距離は数百メート

ルが限界であり、また、ルーターごとに電源が必要になるという問題があった。

そこで、本研究では市販のルーターに対して、指向性のある外部アンテナを設置す

ることで、最少のルーター数で接続する方法の検討を行った。

地域内のネットワークがまったく存在しない、香川県豊島の廃棄物不法投棄の現

場を例に検証を行う。

以下に現場の概略図と使用したアンテナを示す。

図４－８ 実験現場の概略図



表４

アンテナの設置場所を検討

に電波は距離が遠くなるほど

ばならず、特に屋外に場合においては

下に電波強度測定を行った結果

左より 0m から 50m ごとに

な電波強度は 60dBm であり

アンテナ種類 通信規格

WLE-HG-DYG

IEEE802.11

WLE-HG-DA

IEEE802.11

WLE-HG-NDC

IEEE802.11

a/b/g

図

４－１４

４－５ 使用したアンテナの種類

検討するに際して、重要となるのが電波強度である

くなるほど減衰するが、障害物や建物による反射を考慮

においては、実測による電波強度測定が必要

結果を示す。

ごとに電波強度を測定した結果である。0m の地点

であり、距離が離れるごとに減衰するが 200m の

通信規格 指向性 特性図 通信距離

IEEE802.11

b/g
指向性 最大

IEEE802.11

b/g
広指向性

IEEE802.11

a/b/g
無指向性

図４－９ 電波強度測定の結果

である。一般的

考慮しなけれ

必要となる。以

地点では有効

の地点でも

通信距離

最大 3km

最大

2.2km

最大

1.2km
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40dBm 程度を確保することができることが分かった。また、豊島では他に干渉する同

一周波数帯の無線 LAN の電波は確認されず、ほぼノイズがない状態であることが

確認できた。

同様にそれぞれの地点での伝送速度を計測した結果を以下に示す。

どの地点でも 500kbps 以上の伝送速度を得ることができたことから、低帯域に対応

した動画圧縮方式を用いれば、十分に遠隔講義の配信を行うことのできる環境であ

ることを確認した。

４．３．２ PoE 電力搬送による有線 LAN ネットワークの検討

次に、PoE 電力搬送による有線 LAN ネットワークによるデータ伝送の検討を行う。

無線 LAN は前述のように、障害物等による遮断などが原因となり有効でない場合が

ある。そこで、PoE技術を用いることで、データ伝送とともに電力も搬送することを検討

する。

PoE とは、ネットワーク構築時に用いられる LAN ケーブルにおいてカテゴリ 5 以

上の UTP ケーブルを通じて電力を供給する技術である。電力供給の困難な場所に

設置された家庭用のネットワークカメラなどへの給電などですでに実用化されている

技術であり、48V/15.4W の供給が可能である。

PoE で用いられるケーブルは、通常電流を同時に流す際に生じるノイズによってネ

ットワークの伝送効率が落ちるのを防ぐために撚線が用いられている。しかし、撚線

によって作られたケーブルは長距離の伝送を行った際の減衰が大きく、上記のような
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図４－１０ 距離ごとの伝送速度
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既存のネットワークのような家庭用の用途には十分であるが、本研究で対象とする、

地域内のネットワークが未整備な地域での伝送のための長距離利用には適切では

ない。

そこで、ネットワーク伝送の減衰が比較的少ない単線と、電力供給用の撚線を混

合したケーブルを製作する。通常市販されている LAN ケーブルは、1 本の太いケー

ブルの中に 8 芯の単線ケーブルがまとめられており、PoE 用のケーブルにおいては、

ここに撚線が使われている。しかし、実際にネットワーク伝送に使われているのはそ

の内の 4 本のみであることから、今回は通常の単線 8 芯のケーブルを元にネットワ

ーク伝送用に 4 本残し、電力供給用に 4 本の撚線を入れ替える形で再シールド化し

たケーブルを製作した。

次に、製作されたケーブルと市販の単線ケーブルおよび撚線ケーブルを用いた伝

送速度の比較を行った。

図４－１２ 伝送速度の比較
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市販のものについてはカテゴリ 5 のケーブルを使用し、長距離伝送時の比較を行

うためにそれぞれ 100m のケーブル長のものを用いた。

電力供給を同時に行った場合、製作された混合ケーブルは市販の単線、撚線のケ

ーブルを用いた場合に比べて 10～12％程度の速度の向上が図られた。

また、100ms ごとに伝送されるデータの帯域使用率を計測した場合においても、単

線では最大 55％、撚線では最大 22％の乖離があるのに対して、混合ケーブルでは

最大でも 9％の中で収束し、安定的にデータを伝送が行えることが分かった。

図４－１３ 帯域使用率の比較
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４．４ ネットワーク未発達地域での検証

提案する動画圧縮方式とデータ伝送方法の有効性の確認のために、瀬戸内海の離

島で、ネットワーク未発達地域にとなっている香川県豊島より遠隔講義を実施するこ

とで検証を行う。

以下に実施された講義の概要を示す。

（１）対象科目

早稲田大学大学院 環境･エネルギー研究科（埼玉県本庄市）

科目：環境配慮デザイン論

日時：2008/10/19（金） 1:00～4:10 190 分

（２）講師等

豊島現地講師：石井亨氏（前香川県議員）

豊島現地担当：西郷（永田研究室修士 2 年）、西宮（永田研究室学部 4年）

本庄担当：永田勝也（環境・エネルギー研究科教授）、小野田弘士（環境総研講

師）、永井（環境総研主任研究員）、井原（環境総研研究員）＋受

講者１４名

（３）授業レジュメ

①豊島現地映像：全景の見える場所で石井氏紹介・挨拶 5 分

②教室：豊島事業パンフレットと豊島事業 DVD による説明 20 分

③豊島現地映像：石井氏による処分地内の作業風景と投棄・埋立物の紹介＋質

問 15 分

④教室：永田による豊島廃棄物の展示・説明、ASR と自動車リサイクル法の解

説 10 分

⑤豊島現地映像：石井氏よる資料館前および資料館内での説明 20 分

⑥教室：豊島住民運動ビデオ（「島の墓標」：山陽放送 2001 など） 60 分

⑦教室：市村康氏写真集のうち、北海岸の変化を中心とした紹介 15 分

⑧豊島現地＋教室：質疑応答 10 分

⑨教室：豊島共創研究の概要 ppt を現地から西郷が説明 10 分

⑩豊島現地映像：石井氏「学生たちへの伝言」 5 分

⑪教室：永田「おわりにあたって」 5 分

香川県豊島と早稲田大学本庄キャンパスがある埼玉県本庄市を繋ぐ形で行われ

た。

本庄キャンパス内での座学の授業に加えて、豊島から動画を適宜中継する形で行

われ、必要に応じて本庄キャンパスにいる学習者より、豊島側の教授者に対して、質

疑を行なえる双方向性を確保して、コミュニケーションの実施をしている。
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４．４．１ 動画圧縮の選択手法の提案

豊島から本土に整備されているネットワークインフラは ADSL12M の回線しかなく、

さらに今回の遠隔講義の配信となる屋外の現場にはネットワークインフラが全く存在

せず、低帯域でも利用できる動画圧縮を利用することが必要不可欠ある。

そこで、事前に豊島よりデータ伝送試験を行うことで、最適な動画圧縮の選択を行

うこととした。

以下に、豊島よりの送信側となる動画圧縮ごとのエンコーダーの CPU 負荷率と本

庄での受信側となるデコーダーの CPU 負荷率を示す。

デコーダー側の CPU 負荷率は、全ての時間帯において、40～70％で推移しており、

十分なハードウェアの性能を有していることが分かり、遅延の原因となっていないこと

が分かった。

一方で、エンコーダー側のCPU負荷率は、XVD形式では、おおよそ80%前後である

のに対して、On2VP6 形式では、100％となる時間帯があり、遅延の原因となっていた

ことが分かった。

前述の知覚画質の比較でも示したように、豊島からのデータ伝送速度として得られ

ている 512kbps 前後の帯域では、XVD 形式が最も画質でも優れていることもあり、本

モデル授業で使用する動画圧縮形式は、XYD 形式を選択することが、最適であると

考えられる。

次に、選択した XVD 形式でのビットレートとフレームレートの計測を行った。
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図４－１４ CPU 負荷率の相関
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図４－１５ ビットレートとフレームレートの相関

一般的なテレビなどで用いられている NTSC 形式でのフレームレートである

29.97fps と比較することで動画遅延の検証をしたところ。最大 512kbps のビットレート

の設定に対して、384kbps を下回る時間帯においては、フレームレートが 29.97fps を

下回っているが、持続的に遅延が発生することはなく、XVD 形式での動画伝送が有

効であると考えられる。

４．４．２ 豊島におけるモデル授業での適用

XVD 形式の動画圧縮を用いて、香川県豊島からの遠隔講義のモデル授業を行っ

た。

前述のように豊島は瀬戸内海の離島であり、島から本土までは、ADSL12Mの回線

のみで結ばれている。また、今回遠隔講義の配信を行う、「不法投棄現場」や「中間

保管・梱包施設」周辺では、3G 回線などの携帯電話回線は不通であり、最も近くにネ

ットワークインフラがある「心の資料館」からも 200m 程度ほど離れている。

そこで、本モデル授業では、「心の資料館」を中心に、「中間保管・梱包施設」に対し

ては、指向性無線LANによる接続を行い「不法投棄現場」に対しては、電波強度測定

により、中途の山陰により無線 LAN による接続が困難であることが分かったため、山

陰を越えるまではPoEによる有線LANを使用し、その後「不法投棄現場」内での接続

に関しては、可搬式の無指向性無線 LAN を用いて接続することとした。下記に、ネッ

トワーク構成の全体図と配信状況を示す。
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同時に講義配信時のビットレートとフレームレートの計測を行った。豊島側からの

配信を行っている時間帯において、事前のデータ伝送試験と同様に、おおよその良

好なフレームレートが得られ有効な配信が行うことに成功した。
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４．５ まとめ

多様なネットワーク環境に対応した動画圧縮およびデータ伝送手法の開発をし、最

適モデルの提案および実証を行った。そこから得られた知見を以下に示す。

・ネットワーク未発達地域にける遠隔講義に用いられるシステムの整理をし、い課

題の抽出を行った。

・ランレングスによる圧縮を行い低帯域でも画像の劣化を防ぐことのできる XVD 形

式での動画圧縮手法の開発を行い、256～640kbps の低帯域時に有効である。

・離散コサイン変換を用いることで、効率的に近隣画を予測し圧縮を行うこ とので

きるOn2VP6形式での動画圧縮の開発を行い、768～1024kbps の中帯域時に有

効である。

・電波強度を測定することで、指向性を踏まえたアンテナの最適配置方法を 検討

し、ネットワーク未発達地域の屋外における無線LANネットワークの構築をした。

・混合PoEケーブルの製作を行い、電力網がない地域における有線LANネットワー

クに構築をした。

・CPU 負荷率、ビットレート、フレームレートの相関関係から最適動画圧縮の選択を

し、香川県豊島を題材にネットワーク未発達地域での導入検証を行い、ネットワ

ークインフラおよび電源の存在しない地域におけるシステムの有効性を実証し

た。
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第５章 VR を用いた体感教育による授業支援手法の開発

本章では、大学における安全教育を事例に VR 技術を利用した体感教育による授

業支援手法の開発を行う。

ICT 利用教育における授業支援手法として、代表的なものは、第 2 章でも示したよ

うに、PC によるプレゼンテーションソフトの利用とそれを投影するためのプロジェクタ

ーの利用である。プレゼンテーションソフトを利用することで、従来の教科書と違い、

比較的新しい情報を盛り込むことができ、プロジェクターを利用することで、従来の黒

板やホワイトボードへの板書に比べてより多くの情報を学習者に提供できるという利

点がある。

しかし、これらの手段は教授者からの情報量を増大させることはできても、学習者

からの反応を向上させる効果は望めず、今後の ICT 利用教育に求められる要素であ

る双方向性やコミュニケーション性の確保には寄与しない。

これに対して本研究では、VR 技術を利用し、不可視情報を可視化することで疑似

体験をさせ、さらに視覚だけでなく、各種のハードウェアによる聴覚、触覚に対しての

刺激を再現する。このことで、従来の対面講義では得ることのできない教育効果を学

習者に提供することが可能となる。

さらに、従来の教育効果の測定方法がアンケートやテストといった学習者に依存す

る割合の大きい評価手法であったのに対して、体感効果に対応した生体反応を計測

することで、その効果を定量的に評価する手法の検討を行う。

５．１ VR 技術を用いた教育の必要性

VR 技術を利用した教育は、航空機、鉄道や自動車の操縦・運転訓練などの最終

的には、実機での利用を想定する前段階として、体験を行うための場面で利用されて

いた。しかし、これは大規模なシステムを導入することが必要であり、大学教育という

場面では運用が難しく、自動車の運転免許取得といった公的機関での利用や航空機

の操縦など極めて専門性が高い場面での利用に限定されていた。

限定的な大学教育での利用場面として挙げられるものとして、医療訓練への利用

が考えられる。医学部などを要する大学において、学生教育を行う場合、その性質上、

学習時に人体を利用した際のミスは、そのまま研究倫理の問題へと発展する。これに

対して VRによる再現を行うことで、疑似的に体験するという教育手法が用いられるよ

うになった。これは、前述の航空機の操縦訓練と同様に極めて専門性が高く、事故が

起こった場合のリスクが非常に高いことから、高額な大規模システムを導入したとし

ても、その分の効果を得ることができると想定されるものである。

しかし近年では、市販されている民生用PCにおいてもグラフィック描画の性能は向

上しており、特に視覚表現に限定すれば、3D テレビやヘッドマウントディスプレイが市

販されるなど、VR 技術は、急速に身近なものとなってきている。
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こういった状況の中で、大学・大学院の ICT利用教育に関わるシステム担当者 207

名を対象に、今後の ICT 利用教育に必要となる要素技術についてアンケート調査を

行った結果を以下に示す。

LMSや ASP を利用したCBTなど、すでに導入が進んでいる技術のようにすぐに有

望であるとはされていないが、将来的に有望な技術としてSNSやグループウェアの利

用と共に、VR技術を用いた学習が挙げられており、今後の実用化に向けた開発が求

められている。
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図５－１ ICT 利用教育に必要となる要素技術
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５．２ VR 技術を用いた実習・実験に対応した安全教育支援システムの開発

５．２．１ 大学における安全教育の現状

本研究では、VR 技術の利用場面として大学における実習・実験に対応した安全教

育を題材とするが、その背景として、大学における安全教育の現状を早稲田大学を

例として示す。

早稲田大学では、安全に関する基本方針を示すことで、全体に共有できる「指針策

定」を行い、これに対する具体的な情報を広く「情報配信」するために、安全のてびき

の配布や安全WEBによるWEBサイト構築を行っている。さらに、実際に実習・実験に

おいて、機器を利用する前に安全衛生講習会を行い座学による学習とともに、実機を

利用した体験学習を行っている。

しかし、これら形式では、一度に学習できる人数が限られるために、2010 年度より

ビデオ映像をインターネット上に配信する安全 e-learning を整備することで「ビデオ配

信による疑似体験」を行っている。

安全 e-learning は早稲田大学が全学で共通的に利用されている LMS である

Course N@vi 上でのコンテンツの一部であり、教育コンテンツを年々充実させることで、

2012 年度には、以下に示す 12 のコンテンツが整備されるに至った。

図５－２ 早稲田大学における安全教育の事例

教員・職員・学生が相互に協力し安全衛生水準の向上に取り組み、安全で
快適な教育・研究環境の実現、および安全衛生に対する意識向上を図る。
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安全に関する基本方針
指針策定

情報配信

体験学習
ビデオ配信による

疑似体験



５－４

表５－１ 安全 e-learning の教育コンテンツ

No 導入年度 内容

1 2010 年度 実験を安全に行うために

2 2010 年度 緊急時の対応

3 2010 年度 防災対策

4 2010 年度 電気災害防止のために

5 2010 年度 高圧ガスの安全な取り扱い

6 2010 年度 化学薬品の安全な取り扱い

7 2010 年度 実験系廃棄物の取り扱い

8 2010 年度 化学物質管理システムの利用方法

9 2010 年度 Ｘ線・放射線の安全な取り扱い

10 2011 年度 動物実験を行う前に

11 2011 年度 遺伝子組み換え実験を行う前に

12 2012 年度 工作実験を扱う際の安全対策

しかし、こういった教育コンテンツを整備しても、研究教育活動の中でヒューマンエ

ラーなどのプリミティブなトラブルに起因する事故が多発している。これらは時によっ

ては建物や実験器具の破損といったものにとどまらずに、研究者自身に障害を残す

大きな事故に繋がるものもある。

早稲田大学における安全管理体制は、大学全体を統括する部署として環境安全

管理課、次に学術院（今回は理工学術院を例とする）レベルを統括する技術企画総

務課、さらに各種学科ごとの実験室（化学、物理、生物、電気通信、工作、材料、熱流

体）のように階層構造になっており、上位組織である環境安全管理課と技術企画総務

課については、消防や救急、処理の行き場のない事故事例、つまりは騒ぎになった

事故のみを収集しており、実験室レベルで発生しているプリミティブなトラブルや実際

には事故とならなかったヒヤリハット事例の収集は行われていない状態である。

また、前述のような各種の安全教育を行っているが、事故の根絶に至っておらず、

より教育効果を高めるために従来の座学の加えて、体感型の教育を増やすことが有

効であると考えられる。

しかし、大学と特殊性として企業など違い、新入生を受け入れ、多くの経験をしたこ

ろには卒業してしまうというように、現場に経験が蓄積されること無く、常に人員が流

動的である。また、1 学年に多くの学生が所属する状態で、学生を同一の場所に集め

てという形になると全ての学生に体感をさせることができない。そのために複数回実

施しようとすると、その分、費用・時間が掛かるとともに、その都度、教育のために実

験設備が研究目的使用できなくなってしまうなどの問題があり、全ての事故事例を実

際の現場の中で体感することは困難である。
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これに対して、本研究において提案する VR 技術を用いた体感型安全教育支援シ

ステムは、擬似的に事故を体感できる機能を有するとともに、通常の PC と汎用デバ

イスのみで構成されており、安価かつ可搬することができ、このような事例の安全教

育に用いるには有効であると考えられる。

体感型安全教育支援システムを構築にあたり、大学における事故事例を下記のよ

うに分類して収集を行い、最も効果的な事故分類、被害箇所に対応した教育コンテン

ツの開発を行う。

表５－２ 早稲田大学における事故分類

No 事故分類

1 火災・発煙

2 飛来、落下

3 切れ・こすれ

4 はさまれ・巻き込まれ

5 高温、低温の物との接触

6 感電

7 有害物質等との接触

8 爆発

9 転倒

10 破裂

11 崩壊、倒壊

12 墜落、転落

13 激突され

14 無理な動作、動作の反動

事故事例は前述のように全てを把握している部署が存在しないため、環境安全管

理、各実験室、研究室学生にそれぞれヒアリングし 132 事例を収集し、その中から台

風等の天災および放火等の人為的な外部要因で発生した事故 16 例を除き 116 例の

分析を行った。

消防と連絡をとる火災・発煙や同様に救急に連絡をとる重症に繋がる事故事例に

ついては、環境安全管理課が集めた事例が多く、飛来・落下や切れ・こすれ、はさま

れ・巻き込まれなどの比較的軽微な事故事例に関しては、実験室からの報告が多い

ということが分かる。
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次に、この中で実際に学生が実習・実験中に事故に合っていると考えられる実験

室での事例について、事故分類と被害強度による分析を行う。
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図５－３ 早稲田大学における事故事例

図５－４ 実験室での事故事例
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事例のほとんどが機械系の事例であるため切られやはさまれ、巻き込まれといっ

た例が多くなっている。被害別にみると、挟まれや飛来落下において重傷の事例が

多く、それらを詳細にみると金属加工用機械に作業着などが巻き込まれた事故や刃

で手を切る事例が多い。ついで、材料のバリでの切られや落下による事故が多い。

さらに、これらの事故において被害を受けた箇所の分析を行うと、下記に示すよう

に示すように 35 例中 21 例が手周辺の事故であることが分かる。

表５－３ 被害箇所と件数

部位 件数

頭部 7

胴体 1

腕 1

手周辺 21

足 5

このように、大学における実習・実験時の事故事例としては「切れ・こすれ」、「はさ

まれ、巻き込まれ」といったものが多く、被害箇所としては「手周辺」が多いことが分か

り、本研究では、これに対応した体感型安全教育支援システムの開発を行う。

５．２．２ 体感型安全教育支援システムの開発

体感型の教育は、企業の工場などでは採用されているが、時間および場所の制約

が多く、受講対象となる学生が多い大学で行うことは難しいと考えられる。

そこで VR を用いて擬似的に事故を体感することのできるシステムを構築することで、

学習するための時間と場所の制限を緩和する。

これを、座学と併用することで教育効果を高め、事故に対する危機感を習得させヒ

ューマンエラーなどの防止を図り、総じて事故・トラブルの防止に寄与することを目的

とする。

さらに、本システムは、一般的なPCで扱うことのできるVRプラットフォームと汎用デ

バイスを組み合わせることで、比較的安価にシステムを構築することができるという

特徴を持つ。VR プラットフォームとしては、本システムのために新規に開発を行った

Waseda Environmental Information Visualize System（以下、WEIVSとする）を採用する

こととした。

WEIVSは 3DS Max などで作成した汎用的な 3DCADデータを容易にコンバートでき

るという特徴に加え、従来のソリッドレイ社のオメガスペースなどと違い、高性能の PC

を必要とせず汎用的なノート PC でも動作することが可能である。VR 技術自体がより

高精細、高解像度へと技術向上していく中で、今回のようなそれほど高精細でなくて
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も、逆に軽量なシステムで動作することを目的とした VR プラットフォームは他になく新

規に開発することとなった。

VR プラットフォームを動作させるための PC を中心に、視覚、聴覚、触覚に刺激を

与えるデバイス群で構成される。以下にシステム概要を示す。

視覚、聴覚に関しては、通常のPCの機能においても、ディスプレイへの表示および

スピーカーからの音声により再現することができるが、より臨場感を高めるために、今

回はヘッドマウントディスプレイおよびヘッドフォンを採用した。

また、本システムの重要な要素である手周辺への触覚の再現のためには、データ

グローブを採用し、さらに細かく刺激の内容を加えるため、振動モータによる「振動」、

ペルチェ素子による「熱」、低周波装置による「痛み」などの装置を組み込んでいる。

指ごとに組み込まれた振動モータは、挟まれた方向から順に動作させることで「挟

まれ」を再現している。これと同時に低周波発生装置を動作させることで、挟まれた結

果として、痛みが発生するという流れを再現している。

さらに、今後新たな事故事例に対しても対応できるように、これらの各種装置は、

USB 接続により動作する制御 BOX で一括管理を行うことで、新規装置の追加を容易

に行えるようにしている。

制御BOX
イヤホンジャック

USB端子

外部電源

新ハード

音

映像端子PC

切られ各種ハードの制御をPCにて行う

拡張性を持ったシステム

相互制御

体感グローブ

VRプラットフォーム

アクチュエータ

ヘッドホン

低周波発信機

振動モータ

HMD

映像

熱

トルク追加装置

痛み

位置検知

巻き込まれ

ペルチェ素子

振動

ハードの追加

コンテンツ

巻き込まれ事故 火傷事故

図５－５ 体感型安全教育支援システムの全体構成
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「引き込まれ、巻き込まれ」といったものを再現するために反力デバイスとしてセン

サブルテクノロジー社の PHANTOM Omni（以下 Omni とする）を採用して反力の再現

を行っている。

Omni は力覚インタラクションを実現する三次元入出力デバイスであり、三次元オブ

ジェクトと作業者の動的なインタラクションにおいて、視覚情報だけでなく力覚情報を

加えることにより、物体に触れたときに手に伝わる反力をリアルに再現し、操作性を

向上させるためのデバイスであり、外科手術のトレーニングシステムや遠隔ロボット

制御の入力デバイスとして採用されているものである。

次に、体感型安全教育支援システムを利用した教育コンテンツ作成の全体フロー

を示す。

最初に、事故事例の情報を収集し分析することで、事故が発生する状況や被害箇

所・重度を検討し、事故事例を再現するシナリオ案を作成する。

また、作成されたシナリオ案に沿い、VR プラットフォーム上に表示させる VR コンテ

ンツを基となる3DCADデータの作成と、事故の体感させるためのハードウェアの選定

を行う。この際に既存ハードウェアでは対応できない場合については、前述したように

制御 BOXによって接続される新規ハードウェアの開発を行い、データグローブまたは

反力デバイスへの組み込みを行う。

ここまでで製作された VR コンテンツとハードウェアを組み合わせ、事故シナリオに

沿った動作を行うために XML を用いたシナリオマネージャーの導入を行っているが、

図５－６ 体感型安全教育支援システムの外観
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詳しくは次節で後述する。

最後に、検証試験を行うことで改善点の抽出をし、シナリオの分岐点となる位置座

標の修正や、ハードウェアの制御パターンの修正を行うことで、事故の再現度を向上

させ、効果的な教育コンテンツとする。

５．２．３ XML を用いたシナリオマネージャーの開発

本システムを構成するソフトウェアの構成としては、前述の VR コンテンツを表示さ

せるためのVRプラットフォームと、事故シナリオを再現するためのVR コンテンツをお

よびハードウェアの制御を行うシナリオマネージャーに分けられる。

シナリオマネージャーのソースコードとハードウェアの関係を説明するために、本研

究で作成した教育コンテンツの中から、事故事例の多かった手周辺の事故の再現し

た、学生が実験で使用する送風機のメンテナンス時に起きた、回転ベルトに巻き込ま

れ事故の教育コンテンツを利用する。

送風機のメンテナンスを行う際は、安全マニュアルによれば、送風機の運転を停止

してから行うことが正しい処理であるが、停止・再起動の手間を惜しみ運転しながら行

ってしまうという事例があり、その中で回転ベルトに手が挟まれるという事故が起きて

いる。

事故シナリオは実験機器の動作と連動させる必要があるためにWEIVSに組み込む

形で作成する必要がある。しかし、１つの実験機器に対して、１つの事故事例が存在

するわけではなく、複数種類の事故が発生する場合も考えられるため、動作を定める

ためのプログラムを全てWEIVSに組み込んでしまうと、他の事故事例を再現する際に

全てを書き換える必要が発生してしまい柔軟な対応ができなくなる。
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図５－７ 教育コンテンツ作成の全体フロー
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これを解消するために、ユーザーがデバイスを用いて動かすものが、VR上でどこに

存在するかを定めるための座標および実験機器の座標、さらに特定の状態になった

際に各種デバイスがどのように動作するかを適宜設定できるようにするために、XML

をベースとしたシナリオマネージャーを作成した。XML はマークアップランゲージの一

種であり、ユーザーが任意に規定したタグに対して、クラスタと属性を設定できるとい

う特徴がある。

以下に設定画面の例を用いて設定項目の役割を示す。設定画面は送風機の起動

ボタンを押した際に起こる動作を設定したものである。

表５－４ シナリオマネージャーの設定例

行数 ソースコード

L01 <?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?>

L02 <Scenario>

L03 <SceneContent sceneid="S001" scenefile="scene" url="C:\q\data\q9r.xrm">

L04 <Next nextid="N001" input="NULL" />

図５－８ 送風機メンテナンス時の事故事例
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L05 </SceneContent>

L06 <Haptics deviceid="D001"

L07 scale="3e-3"

L08 pointercenter="-0.2120628804 0.0780888945 0.6161833405"

L09 position="-0.212 0.287 0.61 0.1 0.1 0.3 0.05"

L10 fingercenter="-0.22879 0.13473 0.57356"

L11 startbutton="-0.65999 0.32509 0.60642 0.03"

L12 startbuttonanimation="animation_kaiten"

L13 area="-0.350 0.287 0.61 10.25 0.15 0.05"

L14 playmedia="C:\q\data\Media\ambient.wav">

L15 <Next nextid="N004" input="NULL" />

L16 </Haptics>

L17 </Scenario>

（１）Pointercenter position

実験機器がコンテンツ全体の中のどこにあるか基本座標を定める。

（２）fingercenter

初期状態における画面に表示されている指先の座標を定める。

（３）startbutton

動作の基点となるボタンの座標を定める。

（４）startbuttonanimation

コンテンツが行うアニメーションを定める。

（５）playmedia

アニメーションと同時に再生される音声メディアを定める。

今回の送風機であれば、画面上に表示されている送風機上にある起動ボタンの座

標と指先の座標が一致した時に、animation_kaiten によりベルトが回転するアニメーシ

ョンが開始し、同時に ambient.wav により回転音を再生するという形になる。

1 つの実験機器において複数の事故事例が発生する場合においては、startbutton

を複数設定することで、A の startbutton に指先の座標が一致したときはαの音声を

流し、B の startbutton に指先の座標が一致したときはβのアニメーションを再生する

といった形の設定が容易に行えるシステムとなっている。

この結果、従来の VR コンテンツでは事故シナリオの動作条件をプログラムの中に

記述する必要があったのに対して、統一できる動作条件をXMLのクラスタおよび属性

により規定することで、異なる事故シナリオ作成時の工数の削減を行うことが可能と

なった。
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５．３ VR 技術を用いた体感型安全教育支援システムの評価

５．３．１ 実証試験による体感効果の検証

製作した体感型安全教育支援システムの評価を行うために、実証試験およびアン

ケート調査により体感効果の検証を行った。

本システムを初めて利用する 50 名の被験者に対して、はさまれと引き込まれの体

感効果について 5 段階で評価してもらい、その結果をマッピングしたものを以下に示

す。

表５－５ 被験者群の分類

被験者群 評価 人数

① 高い 31

② 普通 12

③ 低い 7

被験者をはさまれ、引き込まれ共に高い評価をした被験者群①、どちらかに普通ま

たは高い評価をした被験者群②、どちらかに低い評価をした被験者群③の 3 種類に

分類した。

この結果より、共に高い評価をした被験者群①の割合は62％となり、本システムが

有効な体感効果を行なえていると考えられる。
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図５－９ 体感効果の評価
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次に、被験者群ごとに、触覚への刺激の教育効果についてアンケートをした結果を

分析したものを以下に示す。

図５－１０ 教育効果の評価

体感効果を高く評価した被験者群ほど、同様に教育効果についても高い評価をし

ており、体感効果と教育効果には相関性がみられた。このため、触覚への刺激の感

じ方が教育効果に強く影響をしていると考えられる。

５．３．２ 体感効果の定量評価手法の提案

次に、体感効果の定量評価を手法の検討を行うために、各種の生体反応による評

価手法の調査を行った。

人間工学における人間の体感効果を定量的に評価する手法としては、人体から発

生する発汗量、心拍数、体温、脳波、唾液分泌量、目の瞳孔などといったパラメータ

を取得することで評価を行うことが考案されている。

今回は、実行が容易であり、その場で計測が可能となる心拍数・脈拍を用いた評価

手法を用いることとした。

これを前述の送風機メンテナンス時の事故事例において使用し、本システムを複数

回利用したことのある研究室内の学生を被験者として、システム利用開始時から事

故発生時までの心拍数を計測することで、体感効果を受けた際に拍動に影響がある

かを実測する。

また、平常時に腕部分を操作している時と事故発生時に刺激が与えられた際の拍
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動を比較することにより、本システムにおける体感効果が有効であるかの定量評価を

行った。

表５－６ 生体反応による評価例

項目 発汗量 心拍数・脈拍 体温 脳波
唾液内

酵素分析

目の瞳孔の

広がり

趣旨
局所的な発

汗量を計測

心拍数（脈

拍）を計測

サーモグラフ

ィによる体温

変化を計測

脳波の変化

を計測

唾液内の酵

素量を計測

瞳孔の様子

をカメラにて

観測、分析

装置
水分蒸発量

計

心拍計・脈拍

計

サーモグラフ

ィ
脳波計 唾液マーカ

アイマークカ

メラ

概算価格 20,000 円 10,000 円 10,000 円 100,000 円 30,000 円 300,000 円

実行容易度

から見た

可能性

○ ◎ ○ △ △ ×

補足 －
その場で計

測可能

差分が少なく

計測が困難

大型機器が

必要

採取後に分

析が必要
－

図５－１１ 心拍数の測定結果

平常時の心拍数は約90回/秒で安定しており、VR上の送風機の起動ボタンを押し、

送風機が運転開始した際と事故発生時に大きく心拍数が増加していることが分かる。

前者は起動ボタンを押す際の反力デバイスによるボタンの操作感、運転音、ベルト

の振動の刺激に反応したものであり、後者は事故が発生し手が引き込まれ、データ
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グローブにより痛みが与えられたものに反応したものである。

拍動間隔 IBI（Interbeat Interva）の平常時の平均と最低値を比較すると平常時：

0.699/秒、最低値：0.512/秒となる。

このように、システムを過去に利用したことがあり事故が起こることが分かっている

被験者であっても、大きな効果が得られるということが分かり、知識として事故が起こ

るということを知っているということに加えて、体感させるということが効果的であると

いうことが定量的に証明された。
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５．４ 実証試験を踏まえた体感型安全教育支援システムの改良

５．４．１ アーム長の変更による操作性の改善

体感型安全教育支援システムは、前述の全体構成でも示したように拡張性を持っ

て開発することを想定している。これは、求められる新しい形の刺激に対して、ハード

ウェアを追加するという形であると同時に、既存のハードウェアにおいても常に改善・

改良を行っていくことを想定している。

アンケート調査および生体反応による定量評価を行う中で、反力デバイスを用いた

引き込まれの効果と教育効果における相関性が明らかになった。

しかし、アンケート調査における自由筆記においては、逆に、反力デバイスの操作

性について否定的な意見が多かった。これは、一般的な PC の操作におけるポインタ

の移動は、マウスやポインティングデバイスなどにより操作を行うことが多く、今回採

用した反力デバイスでの操作に慣れていないからであると考えられる。特にVRコンテ

ンツにより 3D 表示がなされているために、コンテンツ内の奥行きについて、把握しづ

らいという意見が多く寄せられた。

これは、アーム長に制限があるためコンテンツ内の奥行きを再現するにあたり、実

際の手の移動距離とコンテンツ内の手の移動距離に差異が生じてしまい操作性の悪

化に繋がっていると考えられ、それに対する対応として、既存の反力デバイス改良し、

アーム長を＋15cm、＋20cm したものを作成した。

この改造された反力デバイスを用いて、操作性向上の検証を行った。検証を行うた

めのコンテンツには、画面内でのポインタの移動を中心としたテスト用の VR コンテン

ツを作成した。

このVRコンテンツに対して、6つの箱のうち、画面中央手前にある灰色の箱と画面

右端にある黒い箱以外の4つの箱のうち、2つの箱を選び、「画面中央手前の灰色の

箱（スタート地点の箱）→箱 1→箱 2」の順番で決められた進入方向から到達するまで

アーム長

図５－１２ 改良された反力デバイス
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の時間を計測することで、被験者に対して、全 6 通りのシナリオを作成し、シナリオを

達成できるまでにかかった時間から判断する。決まった進入方向から箱 1に到達でき

ると、そのサインとして右端の黒い箱が上下運動し、その状態で決まった進入方向か

ら箱 2 に到達できると、そのサインとして引き込まれ感覚を得ることができることとし

た。

また、被験者に対して、事前に操作方法の説明を行う機会を設けるグループと設け

ないグループを設定し、以下の 6 グループを設定した。

グループ①：未経験者対象、アーム延長長さ 0cmの反力デバイスを使用

グループ②：未経験者対象、アーム延長長さ 15cm の反力デバイスを使用

グループ③：未経験者対象、アーム延長長さ 20cm の反力デバイスを使用

グループ④：経験者対象、アーム延長長さ 0cm の反力デバイスを使用

グループ⑤：経験者対象、アーム延長長さ 15cm の反力デバイスを使用

グループ⑥：経験者対象、アーム延長長さ 20cm の反力デバイスを使用

これらの被験者に対して、操作にかかった時間の標準偏差を算出し、比較を行った。

未経験者のグループは延長長さが 15cm のものを使用したグループ②の標準偏差が

最も小さく、経験者との差も最も小さかった。

表５－７ 標準偏差の比較

アーム延長長さ 0cm 15cm 20cm

未経験者 4.580 1.334 3.007

経験者 0.649 1.661 0.798

図５－１３ 操作性テスト用 VR コンテンツ
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図５－１４ 未経験者による操作結果

図５－１５ 経験者による操作結果

このことより、未経験者でも、経験者とほとんど同じような操作感覚で操作できてお

り、アーム長 15cm のものが最も操作性が高いという結果となり、この長さを採用する

こととした。
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５．４．２ トルクの変更による体感効果の改善

次に、反力デバイスに対して、外部にモータを取り付けることで、引き込まれ効果の

向上を図り、そこから得られる体感効果の改善についての検証を行った。

以下に、モータを追加した反力デバイスを示す。

モータに対して入力する電圧を 3V、6V、9V の 3 段階に設定した場合のトルクの計

測を行った。モータを取り付けていない場合の反力デバイスのトルクは 312g･mm であ

り、増強されたトルクと体感効果の平均得点を以下に示す。

図５－１７ 増強されたトルクと平均得点
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図５－１６ モータを追加した反力デバイス
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まずモータにかける電圧を追加なし、3V、6V、9V と変化させて、被験者 5 人に対し

て事故の再現度を 10 点満点で評価した。

その結果、0v の場合の平均点が 3.4 点、3v の場合の平均点が 3.8 点、6v の場合

の平均点が 5.2 点、9v の場合の平均点が 6.6 点、となり 9v における評価が最も高い

ことが分かり、反力デバイスのトルク増強は、体感効果の改善に有効であることが分

かった。

また同様に電圧を変化させ、体感型安全教育支援システムにより得られる効果で

ある、引き込まれ、挟まれ、音声、映像の 4 つの項目についてのシステム全体におけ

る重要度の割合の変化を調査した。

図５－１８ 体感効果における重要度の比較

9V 場合がシステム全体における引き込まれの有効性が最も高い数値となり、この

ことからもトルクを増強したことにより、出力の弱さが指摘されていた体感型安全教育

支援システムにおいて改善が見られたと考えられる。

このように、本研究で提案する体感型安全教育支援システムは、常に拡張性を確

保して、ユーザーからの要望に対応し、より高い教育効果を上げるための改良を行う

ことができる成長可能なシステムである。
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５．５ まとめ

VR 技術を用いた体感型安全教育支援システムの開発を行い、体感効果の定量評

価手法の検討を行った。そこから得られた知見を以下に示す。

・アンケート調査および大学における安全教育の現状を調査することで、68％のユ

ーザーから今後期待される技術として VR 技術を利用した教育が挙げられてい

る。

・体感型安全教育支援システムの開発を行い、巻き込まれ・振動・熱の効果の再現

を行い 62％のユーザーから高い評価が得られた。

・新たな教育コンテンツ構築に対して、XMLを用いたシナリオマネージャーの構築す

ることで、コンテンツ制作が効率化された。

・体感効果の評価手法としては、従来のアンケート調査による効果測定と並行して、

心拍数、脈拍を測定することによる定量評価が有効である。

・実証試験により体感効果の測定を行い、体感効果の低かった巻き込まれについ

て4991g・mmのトルク増強による体感効果の向上と15cmのアーム延長による操

作性の向上を行うことで改善を行った。
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第６章 結論および今後の展望

本研究では、大学における ICT 利用教育の現状と課題を整理し、ICT 利用教育デ

ータベースを構築することで、効率的な ICT利用教育の導入についての提案を行った。

また、抽出された課題に対して新たな支援ツールの開発を行った結果得られた結論

を以下に整理する。

第１章では、本研究の背景・目的を明確にした。

近年のわが国における少子化の急速な進行は、様々な分野へ影響を与えている。

大学教育においても 2007 年度以降、入学希望者総数が入学定員総数を下回るいわ

ゆる大学全入時代が到来し、大学教育の質の低下が問題となっている。この傾向は、

私立大学において特に顕著であり、2011年度には、62％の私立大学において定員割

れの学部があり、募集停止や廃校といった措置をとる大学まで存在する状況となって

いる。

これに対して、内閣府が主導する形で設置された「教育再生会議」やその後継組織

である「教育再生懇談会」において、大学・大学院の抜本的な改革として、大学全入

時代の大学の在り方について検討されてきた。その中の指針として、ハードウェアか

らのアプローチとして授業環境の改善、ソフトウェアからのアプローチとして教育サー

ビスの向上が示されている。また、これらを具現化するための取り組みとして、本研究

で取り上げる ICT を利用した教育の推進が求められており、具体的には、デジタルメ

ディア教材を利用した自己学習や、e-learning による遠隔講義、LMS 導入による効率

的な授業運営などが挙げられている。

また、早稲田大学でも「Waseda Vision 150」の策定方針の中で、ICT の教育への利

用が検討されており、その具体的な利用方法として、教育内容の公開と対話型教育

への移行が挙げられており、積極的な ICT 利用教育の導入による、コミュニケーショ

ン性の確保による教育効果の向上が期待されている。

これらを背景として、本研究では、ICT 利用教育の現状を整理することで ICT 利用

教育データベースを構築し、その分析と課題の抽出を行う。それに対し、ソフトウェア

の観点から効率的で精度の高い情報検索アルゴリズムの提案、多様なネットワーク

に対応した動画圧縮およびデータ伝送方法の開発を行い、ハードウェア観点からネッ

トワーク未発達地域に対応したデータ伝送の提案、VR を用いた体感型教育支援シス

テムの開発を行うことで、教育効果の向上に寄与することを目的とする。

第 2 章では、ICT 利用教育の取り組み事例の体系的な再整理を行い、他の教授者

が事例を参考に活用する際に必要となる、ICT 教育支援ツールの情報を有効に抽出

するこのできるデータベースとして、独立行政法人メディア教育センターらの事例に加

えて、遠隔教育センターなどの専門組織を有する大学・大学院の事例を合わせて 474

件を対象に、ICT 利用教育のデータベースを構築した。

データベース構築にあたっては、ICT 利用教育の事例を体系化するために「講義概
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要」「実施対象」「利用ツール」の 3 つの項目に対して、43 個の属性を持たせることで

整理した結果、実施されている講義内容の分類としては「授業支援」に属するものが

51％を占めることが分かった。また、ICT 利用教育に用いられている機器およびソフト

ウェアについて分析を行ったところ、LMS（Learning Management System）などの教育

環境の整備に加えて、SNS（Social Network System）を利用したコミュニケーション性

の確保が重要視されてきており、同様に遠隔講義に用いられるネットワークインフラ

および双方向性確保の手法においても、教授者と学習者がリアルタイム通信を行うこ

とができる双方向性の確保が重要となってきていることが分かった。

また、構築されたデータベースを活用し、利用機器、ソフトウェアや対象者を起点と

した逆引き検索を行うことで、教授者が自分の目的にあった教育支援ツールを利用し、

教育コンテンツ利活用および高度化を行うためのフローの提案をした。

第 3 章では、自己学習時に利用される情報検索において、効率的かつ精度高く検

査をすることが可能な情報検索アルゴリズムの開発を行った。インターネット上の情

報量は年々増加しており、一般的な検索ポータルサイトなどによる情報検索は、より

多くの情報を収集するために自然語を中心としたアルゴリズムにより構築されている

ために、自分にとって必要な情報を効率的に検索することは困難となってきている。こ

れに対して、大学教育などの場面で必要とされる、専門用語を中心とした事典的に情

報検索を行うことができるアルゴリズムを開発することで、自己学習時の情報検索の

効率化を行う。

まず、検索精度を向上させるために、検索対象となる文章に対して、Suffix Tree

Clustering Algorithm を適用することによる全文検索をし、関連キーワードの抽出を行

った。次に、抽出された関連キーワードを事前分布としてベイジアン予測に適用し、さ

らにベイズ定理での尤度による関連度の判定を加え、その結果を事後確率として関

連度の重み付けをすることで、関連度の高いものを優先的に抽出することによる効率

化を行った。さらに、これらの過程に対して、キーワードの有無を事前選別するランダ

ム選択アルゴリズムを導入することで、アルゴリズム自体の高速化を行い、効率化と

精度向上の両立をしたアルゴリズムの開発をした。

本アルゴリズムの有効性の検証としては、従来の検索手法と比べて、文章中に関

連キーワードが含まれる場合は 46%、含まない場合は 18%の検索速度の向上が図ら

れ、キーワードの有無の事前選別することで、さらに 25%の検索速度の向上すること

による効率化を達成した。また、Google を用いた検索結果に比べ、自然語より専門用

語を優先的に関連キーワードとし抽出することにより、検索結果における非選択率を

20.8％から 9.2％まで低減する結果を得ることができ、検索精度が向上していることが

分かった。

また、大学教育における自己学習時の活用方法として、「国際環境法」をキーワー

ドの例として、適用をした結果、教材となる文章のテキスト分析の結果と本アルゴリズ
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ムによる検索結果の間には類似の関連キーワードが抽出など高い相関性があること

が分かり、有効な検索手法となっていることが証明された。

第 4 章では、多様なネットワーク環境に対応した遠隔講義手法の開発するための

動画圧縮手法の開発とデータ伝送方法の検討を行った。現在の遠隔講義に用いられ

ている動画は、低圧縮・高精細のものが主流となっているが、国内のブロードバンド

普及率は未だ 60％程度であり、過疎地や離島といった本来遠隔講義の適用可能性

が高い、ネットワーク未発達地域から配信には最適化されていなかった。また、環境・

エネルギー研究科の教育理念に掲げられている「現場・現実・現物主義の実践」のよ

うに環境分野における教育においては、教室内の座学における教育だけでなく、実際

の現場での演習が重要となっており、遠隔講義の必要性が高いと考えらえる。

そこで、低・中帯域でも比較的画質が良く伝送のできる動画圧縮手法として、XVD

形式および On2VP6 形式の開発を行い、実際にユーザーが体感する知覚画質を既

存の動画圧縮手法と比較した結果、256-640kbps の低帯域では XVD 形式、

768-1024kbps の中帯域では On2VP6 形式の有効性が確認された。

ネットワークインフラが整っていない地域内でのデータ伝送手法として、面的な電波強

度を測定し、最適アンテナ配置をすることで、無線 LAN を用いたデータ伝送を行う際

の指向性を確保する手法の構築を行った。また、地形遮断などにより無線 LAN が有

効でない地域におけるデータ伝送手法として、PoE（Power over Ethernet）を利用した、

電力搬送による有線 LAN ネットワークの検討を行った。

さらにこの成果を用いて、廃棄物不法投棄の現場となった、瀬戸内海の離島であ

る香川県豊島からの遠隔講義の実証試験を行い、ネットワークインフラおよび電源が

存在しない地域でのシステムの有効性を確認した。

第 5 章では、大学での実習・実験での安全教育を例に、VR を用いた体感教育によ

る授業支援手法の開発を行った。従来の大学での安全教育は、マニュアルやウェブ

サイトの整備といった情報配信や講習会による座学での教育などが中心であり、教

育効果の高い現場での体感型教育は時間・場所の制約が大きいために頻繁に行うこ

とは困難であった。また、VR を用いた教育手法は、ICT を利用した教育の中でも、今

後有望な技術として注目を集めており、これらを組み合わせた VR を用いた体感型安

全教育支援システムの開発をした。

従来の VR を利用した教育コンテンツは、専用の大型機器が必要あり、高コストで

あったのに対して、体感型安全教育支援システムは、汎用的な PC 上で動作可能な

VR プラットフォーム上に３D コンテンツを作成し、映像や音声による視覚、聴覚からの

情報に加えて、体感グローブや反力デバイスを用いることで、熱や振動といった触覚

による情報を再現するシステムとなっている。また、教育コンテンツの作成時において

も、従来は事例に合わせて全てのコンテンツを作成する必要であったのに対して、

XML によるシナリオマネージャーを導入することで、新たな教育コンテンツ作成に関
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わる工数を削減することのできるシステムを開発した。

また、実証試験を通したアンケート調査および心拍数・脈拍を用いた定量評価を行

うことで、本システムの有効性を確認し、同時に操作性の課題を抽出・改善を行うこと

で、より高い教育効果を得るこのできるシステムとした。
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６．１ ICT 利用教育の普及方策の検討

本研究では、ICT利用教育データベースを構築し、ICT利用教育の現状を分析する

ことで、求められている技術の抽出を行った。また、それに対応した教育支援ツール

の開発をすることで、高い教育効果を持つ ICT利用教育を行うことができるようになっ

た。

こういった技術開発は、導入技術に差異はあるが本研究以外でも、数多く行われ

ている。それぞれに得られた成果は、効率的に活用するためには、本研究で示したよ

うな ICT 利用教育データベースの拡充を行い、開発を行う技術者だけでなく、それを

利用して教育を行う教授者まで幅広く利用させることでICT利用教育全体の普及に繋

がると考えられる。

ICT 利用教育は、ICT 技術を利用するという特性上、トライアルとして行われるもの

は、ICT 技術に対してある程度素養がある教授者が、率先して行ってきた背景がある

が、今後一般に普及させていくためには、そういった素養のない教授者でも扱うこと

のできる簡易なシステムや、技術の内容ではなく、実施したい教育の内容によって

ICT 利用教育の事例を抽出できる体制構築が必要となってくる。

また、ICT 利用教育による教育効果向上の定量評価についても大きな課題となっ

ている。日本では、義務教育期間であれば、「全国学力・学習状況調査」などにより相

対的な教育効果の評価を行うことができるが、高等教育においてはこのような制度が

存在しない。

図６－１ PSSA による評価
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欧米では、ペンシルベニア州では行われた、ペンシルベニア学校評価システム

（PSSA）を基とした評価手法により。ICT 利用教育の中でも特に遠隔講義の定量評価

が行われている。

同州で 5年生、8 年生、11 年生が受けるテストでの比較において、24 回のテスト結

果のうち 17 回、遠隔講義を主体とした学校が、対面講義を主体とした学校の平均点

を下回っているという結果が得られている。また、目標となる習熟度においても目標と

した点数に対して、遠隔講義を主体とした学校では、半数の学校でしたか達成できて

いないというのが現状である。

このように、何かしらの方法で定量評価をすることは ICT 利用教育の課題を抽出し

て、機能改善および普及を進めていくために重要となると考えられる。これに対して、

日本では前述のように高等教育において、大学間の相対評価を行うことは困難であ

り、また大学内における実証試験にも限界があると考えられ、本研究で示したような、

生体反応等を利用した定量評価手法と並行させて、複数年度に渡る教育効果を測定

することで、検証を進めていくことが重要になると考えられる。
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６．２ ICT 利用教育による将来的な教育モデルの提案

今後の ICT 利用教育による教育モデルの展望としては、前述のように ICT 利用教

育データベースを活用することで、コンテンツの活用をする。その結果として ICT 利用

教育の普及促進とコンテンツを再蓄積することで、ICT 利用教育データベースの拡充

がなされる循環を想定する。

また、常に発展する ICT 技術を適切に取り入れ、さらなる教育支援ツールを開発す

ることで、対面講義では不可能であった情報を加えて、次世代の ICT 利用教育を行う

ことが可能になると考える。

ICT利用教育データベース

コンテンツ
の蓄積

コンテンツ
の活用

さらなる新しいICT技術を利用した支援ツール

ユーザープロファイル
を利用した自動検索

情報検索技術

次世代電力搬送を
利用した遠隔制御

遠隔配信技術

没入型VRシステム
による拡張現実

VR技術

教育効果の高い次世代のICT利用教育

ICT利用教育の普及

本研究では、情報検索技術、遠隔配信技術、VR 技術などの ICT 利用教育への適

用を行ったが、さらにこれらの延長として考えられる今後の展望について、（１）ユーザ

ープロファイルを利用した自動検索、（２）次世代電力搬送を利用した遠隔制御、（３）

没入型 VR システムによる拡張現実の 3つの事例を提案する。

（１）ユーザープロファイルを利用した自動検索

本研究で示した検索アルゴリズムは、1 つ目のキーワードから関連語を抽出す

るものであり、情報検索の初動においては、ユーザーの認識によって大きく検索

結果が異なる可能性がある。

例えば、ICT 利用教育という用語を検索しようとした場合に、ユーザーが最初

図６－２ ICT 利用教育の普及と今後の展望
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のキーワードとして、ICT 教育のみを選択してしまった場合、本研究で扱っている

ような、ICT を利用して教育効果の向上を図るという内容ではなく、ICT そのもの

の教育というような内容のものが検索される可能性がある。

これに対して、今後の技術として、検索を行なおうとするユーザーの情報を事

前に収集に、類似の傾向を持つ他のユーザーの情報と結び付けることにより、ユ

ーザープロファイルデータベースを作成し、その結果をベイジアン予測に組み込

むことで、ユーザーの興味に合せた情報を優先的に検索し、より効率的な情報検

索を行ことができるようになると考えられる。

図６－３ ユーザープロファイルによる検索

前述の例に当てはめれば、初動の検索をする場合においても、事前にユーザ

ープロファイルによる、検索を行うユーザーがもともと ICT 利用教育に関連するこ

とを行っている情報を有することで、自動で 1 つ目のキーワードを決定して、誤っ

た ICT 利用というキーワードを選択しないようにすることができる。

これは例示したような、具体的なキーワードで行うことも考えられる一方で、大

学でのゼミや講義などといった場合に、教授者が想定する内容を検索させたり、

学習者間で検索内容を相互補完するといったことが可能となり、効率的な教育を

行うことができるようになると考えらえる。

（２）次世代電力搬送を利用した遠隔制御

遠隔配信技術としては、次世代電力搬送による遠隔制御を提案する。本研究

で提案した PoE による電力搬送は 15.4W までしか行うことができず、HUBやアン

テナといった末端の小型機器に電力を供給することしかできないという欠点があ

った。

しかし、今後規格化される LTPoE++や、同じく電力搬送ができるUSBPOでは、

ベイジアン予測による絞り込み

STCAによる全文検索

ランダム選択アルゴリズム
による効率化

WEB情報・データベース

ユーザー
プロファイル

ユーザー
プロファイル

ユーザー
プロファイル

ユーザー
プロファイル

類似するユーザー群のプロファイル情報
共有することでさらに精度向上を図る。

精度向上

本研究で提案する
検索アルゴリズム

ユーザープロファイルデータベース

高速化

目的（座学、実験・実習、ゼミ・・）
所属（人文系、理工系、学部、修士・・・）
対象（類似の研究テーマ、科目・・・） 等
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100W 以上の電力搬送ができるようになることから、遠隔制御ロボットなどの各種

機器の運用が可能となり、例えば、気球を遠隔制御することで、高高度から樹幹

の観測を可能とするなどの、本来は人が入れないような場所からの配信を行うこ

とで、遠隔配信可能なコンテンツの幅が広がると考えられる。

（３）没入型 VR システムによる拡張現実

体感型安全教育支援システムは、汎用的なノート PC で動作させることが可

能である。このため、可搬性には優れているが、視覚表現としては画面サイズ

の問題から、手先などの事故事例では実物大で表現が可能であったが、全身

を扱ったものへの適用が困難であった。

今後の展開としては、空間全体を VR で表現することにより、その中にリアル

サイズで没入すると共に、空調や熱などの不可視情報を可視化することで、没

入型による体感 VR システムを構築することが想定される。

また、リアルサイズのものとは逆に、通常では入ることのできない製品内に

おける反応現象など、従来見ることのできなかったミクロの視点からの情報を

可視化することで、通常の体感教育以上の拡張現実による体感教育を実施す

ることも検討できる。

図６－４ 次世代電力搬送の規格
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また、本研究で開発した教育支援ツールはすぐにでも大学講義への適用が可能で

ある。

情報検索技術では、本研究で提案する検索アルゴリズムを組み込んだ WEBAPI を

提供することで、広範囲な学問領域において、効率的な情報収集が可能な検索ポー

タルサイトを構築することができる。

また、遠隔講義では、現在はMPEG方式が採用されているテレビ会議システムなど

に組み込むことで、ネットワーク環境に合わせた圧縮方式が選択可能となります。

さらに、VR 技術を利用した体感教育では、体感型安全教育支援システムを常設す

ることで、時間・場所の制約がある従来の教育方式と並行して、いつでも体験可能な

環境を構築できる。

このような形で、常に発展するICT技術を積極的に取り入れることで、さらに次世代

型の ICT 利用教育を推進することが可能であると考えられる。

図６－５ 没入型 VR システム

屋内環境への没入

製品情報内への没入
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本研究で開発した教育支援ツール

自己学習における
効率的な情報検索アルゴリズム

多様なネットワーク環境
に対応した遠隔講義

VRを用いた体感教育
による授業支援

配信場所のネットワーク環境に合わせた

動画圧縮方式が選択可能となる。

広範囲な学問領域における情報の効率的な収集が可能となる。

時間・場所の制約がある安全衛生講習

会と並行して、いつでも体験可能となる。

CourseN@viの
配信方式に
組み込み

環境保全センター
などに常設

アルゴリズムの
WebAPIの提供

図６－６ 本研究で開発した教育支援ツールの適用方法
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PIC 圧縮サンプルソース

#define LEFT

#define RIGHT

#define NONE

enum boolean {

OFF,

ON

};

typedef struct ChangePoint {

char flag;

int palet;

} ChangePoint;

void search_change_point( width, height, change_point )

int width, height

ChangePoint *change_point;

{

int x, y;

int pre_palet, palet;

ChangePoint *current_cp;

current_cp = change_point;

for ( y = 0 ; y < height ; y++ ) {

for ( x = 0 ; x < width ; x++ ) {

palet = point( x, y );

if ( ( pre_palet != palet ) || ( x == 0 && y == 0 ) ) {

current_cp->flag = ON;

current_cp->palet = pre_palet = palet;

} else {

current_cp->flag = OFF;

}

current_cp++;

}

}

}

char *search_chained_line( x, y, width, height, packed_data, change_point

int x, y;

int width, height;

char *packed_data;

ChangePoint *change_point;
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{

int i;

int chained_palet;

ChangePoint *current_cp;

chained_palet = ( change_point[ y * width + x ] ).palet;

while ( ++y < height ) {

for ( i = LEFT , x += i ; x < 0 && i <= RIGHT ; i++ , x++ );

for ( ; x < width && i <= RIGHT ; i++ , x++ ) {

current_cp = &( change_point[ y * width + x ] );

if ( ( current_cp->flag == ON ) && ( chained_palet == current_cp->palet ) ) {

current_cp->flag = OFF;

break;

}

}

if ( x >= width ) break;

if ( ( *packed_data++ = (char) i ) == NONE ) break;

}

if ( x >= width || y >= height )

*packed_data++ = NONE;

return( packed_data );

}

char *pic_pack( width, height, change_point, packed_data )

int width, height;

ChangePoint *change_point;

char *packed_data;

{

int x, y;

unsigned char length = 1;

ChangePoint *current_cp;

search_change_point( width, height, change_point );

for ( y = 0 ; y < height ; y++ ) {

for ( x = 0 ; x < width ; x++ ) {

current_cp = &( change_point[ y * width + x ] );

if ( current_cp->flag == ON ) {

*packed_data++ = length;

*packed_data++ = (char) ( ( ( current_cp->palet ) >> 16 ) & 0xFF );

*packed_data++ = (char) ( ( ( current_cp->palet ) >> 8 ) & 0xFF );

*packed_data++ = (char) ( ( ( current_cp->palet ) >> 0 ) & 0xFF );
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packed_data = search_chained_line( x, y, width, height, packed_data,

change_point );

length = 0;

}

if ( length == UCHAR_MAX )

*packed_data++ = length = 0;

length++;

}

}

return( packed_data );

}
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PIC 展開サンプルソース

char *unpack_chained_line( x, y, width, height, packed_data, change_point )

int x, y;

int width, height;

char *packed_data;

ChangePoint *change_point;

{

int i;

int chained_palet;

chained_palet = ( change_point[ y * width + x ] ).palet;

while ( ( i = *packed_data++ ) != NONE ) {

y++;

x += i;

( change_point[ y * width + x ] ).flag = ON;

( change_point[ y * width + x ] ).palet = chained_palet;

}

return( packed_data );

}

void add_length( x, y, length, width, height )

int *x, *y;

unsigned int length;

int width, height;

{

if ( length == 0 ) length = MAX;

*x += length;

while ( *x >= width && *y < height ) {

*x -= width;

( *y )++;

}

}

void unpack_change_point( width, height, packed_data, change_point )

int width, height;

char *packed_data;

ChangePoint *change_point;

{

unsigned char length;

ChangePoint *current_cp;

int x = 0, y = 0;

int i;

for ( i = 0 ; i < width * height ; i++ )
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( change_point[i] ).flag = OFF;

packed_data++;

while ( x < width && y < height ) {

current_cp = &( change_point[ y * width + x ] );

current_cp->flag = ON;

i = ( *packed_data++ ) << 16;

i |= ( *packed_data++ ) << 8;

i |= ( *packed_data++ );

current_cp->palet = i;

packed_data = unpack_chained_line( x, y, width, height, packed_data,

change_point );

do {

length = *packed_data++;

add_length( &x, &y, (unsigned int) length, width, height );

} while ( length == 0 && y < height );

}

}

void pic_unpack( width, height, change_point, packed_data )

int width, height;

ChangePoint *change_point;

char *packed_data;

{

int x, y;

int color;

unpack_change_point( width, height, packed_data, change_point );

for ( y = 0 ; y < height ; y++ ) {

for ( x = 0 ; x < width ; x++ ) {

if ( ( change_point[ y * width + x ] ).flag == ON )

color = ( change_point[ y * width + x ] ).palet;

pset( x, y, color );

}

}

}
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YUV 変換サンプルソース

#define YUV_SIZE

#define Y_A

#define U_A

#define V_A

double *yuv[YUV_SIZE];

char dbl2char( double d )

{

if ( d < 0 ) d = 0;

if ( d > 255 ) d = 255;

return( d );

}

void rgb2yuv( double **yuv )

{

int color;

char r, g, b;

int gx, gy;

double *y, *u, *v;

y = yuv[Y_A];

u = yuv[U_A];

v = yuv[V_A];

for ( gy = 0 ; gy < draw->height ; gy++ ) {

for ( gx = 0 ; gx < draw->width ; gx++ ) {

color = point( gx, gy );

r = ( color >> 16 ) & 0xFF;

g = ( color >> 8 ) & 0xFF;

b = ( color >> 0 ) & 0xFF;

*y++ = ( 0.2990 * (double)r ) + ( 0.5870 * (double)g ) + ( 0.1140 * (double)b );

*u++ = - ( 0.1684 * (double)r ) - ( 0.3316 * (double)g ) + ( 0.5000 * (double)b );

*v++ = ( 0.5000 * (double)r ) - ( 0.4187 * (double)g ) - ( 0.0813 * (double)b );

}

}

}

void yuv2rgb( double **yuv )

{

int gx, gy;

int color;

char r, g, b;

double *y, *u, *v;
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y = yuv[Y_A];

u = yuv[U_A];

v = yuv[V_A];

for ( gy = 0 ; gy < draw->height ; gy++ ) {

for ( gx = 0 ; gx < draw->width ; gx++ ) {

r = dbl2char( *y + ( 1.4020 * *v ) );

g = dbl2char( *y - ( 0.3441 * *u ) - ( 0.7139 * *v ) );

b = dbl2char( *y + ( 1.7718 * *u ) - ( 0.0012 * *v ) );

color = ( (int)r << 16 ) | ( (int)g << 8 ) | (int)b;

pset( gx, gy, color );

y++;

u++;

v++;

}

}

}
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DCT 変換サンプルソース

#define MCU

typedef struct Mcu

{

int d[MCU]

} Mcu;

typedef struct Coord

{

int x;

int y;

} Coord;

double coeff[MCU];

void calcCoeff()

{

Coord p;

for ( p.y = 0 ; p.y < MCU ; ( p.y )++ )

for ( p.x = 0 ; p.x < MCU ; ( p.x )++ )

coeff[p.x][p.y] = cos( ( ( 2 * p.x + 1 ) * p.y * M_PI ) / ( 2 * MCU ) );

}

Mcu* mcu_encode( double* yuv, Mcu* mcu, Coord g_size, Coord skip )

{

Coord mcu_size;

Coord mcu_coord;

double s_uy[MCU];

calcCoeff();

mcu_size.x = g_size.x / ( MCU * skip.x );

if ( g_size.x % ( MCU * skip.x ) != 0 )

( mcu_size.x )++;

mcu_size.y = g_size.y / ( MCU_SIZE * skip.y );

if ( g_size.y % ( MCU * skip.y ) != 0 )

( mcu_size.y )++;

for ( mcu_coord.y = 0 ; mcu_coord.y < mcu_size.y ; ( mcu_coord.y )++ ) {

for ( mcu_coord.x = 0 ; mcu_coord.x < mcu_size.x ; ( mcu_coord.x )++ ) {

dct_x( yuv, s_uy, mcu_coord, g_size, skip );

dct_y( s_uy, mcu );

mcu++;

}

}

return( mcu );



９

}

void dct_x( double* yuv, double s_uy[MCU], Coord mcu_coord, Coord g_size, Coord

skip )

{

int u, x, y;

double s_uv;

double* current_yuv;

for ( y = 0 ; y < MCU ; y++ ) {

for ( u = 0 ; u < MCU ; u++ ) {

current_yuv = yuv + ( ( mcu_coord.y * MCU + y ) * skip.y * g_size.x ) +

( mcu_coord.x * MCU * skip.x );

s_uv = 0;

if ( ( mcu_coord.y * MCU + y ) * skip.y < g_size.y ) {

for ( x = 0 ; x < MCU ; x++ ) {

if ( ( mcu_coord.x * MCU + x ) * skip.x < g_size.x )

s_uv += *current_yuv * coeff[x][u];

current_yuv += skip.x;

}

if ( u == 0 ) s_uv /= sqrt( 2 );

}

s_uy[u][y] = s_uv;

}

}

}

void dct_y( double s_uy[MCU][MCU], Mcu* mcu )

{

int y;

int u, v;

double s_uv;

for ( v = 0 ; v < MCU ; v++ ) {

for ( u = 0 ; u < MCU ; u++ ) {

s_uv = 0;

for ( y = 0 ; y < MCU ; y++ )

s_uv += s_uy[u][y] * coeff[y][v];

if ( v == 0 ) s_uv /= sqrt( 2 );

( mcu->d )[u][v] = s_uv * 2 / MCU;

}

}

}

void mcu_decode( double* yuv, Mcu* mcu, Coord g_size, Coord skip )



１０

{

Coord mcu_size;

Coord mcu_coord;

double s_uy[MCU];

calcCoeff();

mcu_size.x = g_size.x / ( MCU* skip.x );

if ( g_size.x % ( MCU* skip.x ) != 0 )

( mcu_size.x )++;

mcu_size.y = g_size.y / ( MCU * skip.y );

if ( g_size.y % ( MCU * skip.y ) != 0 )

( mcu_size.y )++;

for ( mcu_coord.y = 0 ; mcu_coord.y < mcu_size.y ; ( mcu_coord.y )++ ) {

for ( mcu_coord.x = 0 ; mcu_coord.x < mcu_size.x ; ( mcu_coord.x )++ ) {

idct_y( mcu, s_uy );

idct_x( s_uy, yuv, mcu_coord, g_size, skip );

mcu++;

}

}

}

void idct_y( Mcu* mcu, double s_uy[MCU] )

{

int u, v, y;

double s_uv;

double d;

for ( y = 0 ; y < MCU ; y++ ) {

for ( u = 0 ; u < MCU ; u++ ) {

s_uv = 0;

for ( v = 0 ; v < MCU ; v++ ) {

d = ( mcu->d )[u][v] * coeff[y][v];

if ( v == 0 ) d /= sqrt( 2 );

s_uv += d;

}

s_uy[u][y] = s_uv;

}

}

}

void idct_x( double s_uy[MCU], double *yuv, Coord mcu_coord, Coord g_size, Coord
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skip )

{

int x, y;

int u;

int yuv_x, yuv_y;

double s_uv;

double d;

for ( y = 0 ; y < MCU ; y++ ) {

if ( ( yuv_y = ( mcu_coord.y * MCU * skip.y ) + ( y * skip.y ) ) >= g_size.y ) break;

for ( x = 0 ; x < MCU ; x++ ) {

if ( ( yuv_x = ( mcu_coord.x * MCU_* skip.x ) + ( x * skip.x ) ) >= g_size.x ) break;

s_uv = 0;

for ( u = 0 ; u < MCU ; u++ ) {

d = s_uy[u][y] * coeff[x][u];

if ( u == 0 ) d /= sqrt( 2 );

s_uv += d;

}

fill_yuv( yuv, s_uv * 2 / MCU, yuv_x, yuv_y, g_size, skip );

}

}

}

void fill_yuv( double* yuv, double data, int x, int y, Coord g_size, Coord skip )

{

int i, j;

for ( j = 0 ; j < skip.y ; j++ ) {

if ( y + j >= g_size.y ) break;

for ( i = 0 ; i < skip.x ; i++ ) {

if ( x + i >= g_size.x ) break;

yuv[ ( ( y + j ) * g_size.x ) + x + i ] = data;

}

}

}
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DC 符号化・複合化サンプルソース

typedef struct HuffmanCode {

unsigned int code;

unsigned int length;

} HuffmanCode;

typedef struct HuffmanTree {

unsigned int code;

unsigned int count;

struct HuffmanTree* left;

struct HuffmanTree* right;

} HuffmanTree;

static HuffmanCode hc[S] = { ... };

static HuffmanTree huffmanTree[HUFFMAN_MAX];

char* dc_encode( Mcu* mcu, Mcu* mcu_end, unsigned char* encData, unsigned char*

encData_end )

{

int prev_dc = 0;

char p = 0;

for ( ; mcu < mcu_end ; mcu++ )

{

int diff = ( mcu->d )[0][0] - prev_dc;

unsigned int ssss = calcSSSS( diff );

if ( ! compressData( &encData, encData_end, &p, ( hc[S] ).code, ( hc[S] ).length ) )

return( NULL );

if ( diff < 0 ) diff -= 1;

if ( ! compressData( &encData, encData_end, &p, diff, ssss ) ) return( NULL );

prev_dc = ( mcu->d )[0][0];

}

return( encData + 1 );

}

char* dc_decode( unsigned char* encData, unsigned char* encData_end, Mcu* mcu,

Mcu* mcu_end )

{

int prev_dc = 0;

char p = 0;

int ssss;

int diff;

if ( conv_huffman_code_to_tree( hc, huffmanTree, huffmanTree + MAX, S) == 0 )



１３

return( NULL );

for ( ; mcu < mcu_end ; mcu++ )

{

if ( ( ssss = get_from_huffman( &encData, encData_end, huffmanTree, &p ) ) < 0 )

return( NULL );

if ( decompressData( &encData, encData_end, &p, &diff, ssss ) == 0 )

return( NULL );

if ( ( ssss > 0 ) && ( ( ( diff >> ( ssss - 1 ) ) & 1 ) == 0 ) ) {

diff |= ( ~0 ) << ssss;

diff += 1;

}

( mcu->d )[0][0] = prev_dc + diff;

prev_dc = ( mcu->d )[0][0];

}

return( encData + 1 );

}
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AC 符号化・複合化サンプルソース

static HuffmanCode hc[RUN * S] = { ... };

char* ac_encode( Mcu* mcu, Mcu* mcu_end, unsigned char* encData, unsigned char*

encData_end )

{

char p = 0;

for ( ; mcu < mcu_end ; mcu++ ) {

if ( ( encData = ac_mcu_encode( mcu, encData, encData_end, &p ) ) == NULL )

return( NULL );

}

return( encData + 1 );

}

char* ac_mcu_encode( Mcu* mcu, unsigned char* encData, unsigned char*

encData_end, char* p )

{

int run = 0;

int zrl_count = 0;

int sx = -1, sy = 1;

int x = 1, y = 0;

int i;

do {

int d = ( mcu->d )[x][y];

if ( d == 0 ) {

if ( ++run >= RUN ) {

++zrl_count;

run -= RUN;

}

} else {

for ( i = 0 ; i < zrl_count ; i++ )

if ( ! compressData( &encData, encData_end, p, ( hc[ZRL] ).code,

( hc[ZRL] ).length ) )

return( NULL );

unsigned int S = calcS( d );

HuffmanCode* h = &( hc[run * S + ssss] );

if ( ! compressData( &encData, encData_end, p, h->code, h->length ) )

return( NULL );

if ( d < 0 ) d -= 1;

if ( ! compressData( &encData, encData_end, p, d, ssss ) )

return( NULL );

run = zrl_count = 0;
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}

} while ( zigzag_run( &x, &y, &sx, &sy ) == 0 );

if ( run != 0 || zrl_count != 0 )

if ( ! compressData( &encData, encData_end, p, ( hc[EOB] ).code,

( hc[EOB] ).length ) )

return( NULL );

return( encData );

}

char* ac_decode( unsigned char* encData, unsigned char* encData_end, Mcu* mcu,

Mcu* mcu_end )

{

char p = 0;

if ( conv_huffman_code_to_tree( hc, huffmanTree, huffmanTree + HUFFMAN_MAX,

RUN * S) == 0 )

return( NULL );

for ( ; mcu < mcu_end ; mcu++ ) {

if ( ( encData = ac_mcu_decode( encData, encData_end, mcu, &p ) ) == NULL )

return( NULL );

}

return( encData + 1 );

}

char* ac_mcu_decode( unsigned char* encData, unsigned char* encData_end, Mcu*

mcu, char* p )

{

int i;

int sx = -1, sy = 1;

int x = 1, y = 0;

int isEnd;

do {

if ( ( i = get_from_huffman( &encData, encData_end, huffmanTree, p ) ) < 0 )

return( NULL );

if ( i == EOB ) {

do {

( mcu->d )[x][y] = 0;

} while ( zigzag_run( &x, &y, &sx, &sy ) == 0 );

break;

} else if ( i == ZRL ) {

for ( i = 0 ; i < RUN; i++ ) {

( mcu->d )[x][y] = 0;

isEnd = zigzag_run( &x, &y, &sx, &sy );
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}

} else {

int run = i / S;

unsigned int ssss = i % S;

for ( i = 0 ; i < run ; i++ ) {

( mcu->d )[x][y] = 0;

zigzag_run( &x, &y, &sx, &sy );

}

if ( ! decompressData( &encData, encData_end, p, &i, ssss ) ) return( NULL );

if ( ( ssss > 0 ) && ( ( ( i >> ( ssss - 1 ) ) & 1 ) == 0 ) ) {

i |= ( ~0 ) << ssss;

i += 1;

}

( mcu->d )[x][y] = i;

isEnd = zigzag_run( &x, &y, &sx, &sy );

}

} while ( isEnd == 0 );

return( encData );

}

int zigzag_run( int* x, int* y, int* sx, int* sy )

{

if ( *x == MCU_SIZE - 1 && *y == MCU_SIZE - 1 )

return( 1 );

*x += *sx;

*y += *sy;

if ( *x < 0 || *x >= MCU_SIZE || *y < 0 || *y >= MCU_SIZE ) {

*sx *= -1;

*sy *= -1;

if ( *x < 0 ) {

*x = 0;

if ( *y >= MCU_SIZE ) {

*x = 1;

*y = MCU_SIZE - 1;

}

} else if ( *x >= MCU_SIZE ) {

*x = MCU_SIZE - 1;

*y += 2;

} else if ( *y < 0 ) {

*y = 0;

} else {

*x += 2;
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*y = MCU_SIZE - 1;

}

}

return( 0 );

}
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シナリオマネージャーサンプルソース

<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?>

<Scenario>

<SceneContent sceneid="S001" scenefile="scene"

url="C:\q\data\q9r.xrm">

<Next nextid="N001" input="NULL" />

</SceneContent>

<Haptics deviceid="D001"

scale="3e-3"

pointercenter="-0.2120628804 0.0780888945 0.6161833405"

position="-0.212 0.287 0.61 0.1 0.1 0.3 0.05"

fingercenter="-0.22879 0.13473 0.57356"

startbutton="-0.65999 0.32509 0.60642 0.03"

startbuttonanimation="animation_kaiten"

area="-0.350 0.287 0.61 10.25 0.15 0.05"

playmedia="C:\q\data\Media\ambient.wav">

<Next nextid="N004" input="NULL" />

</Haptics>

<Node nodeid="N001" objectid="" cameraposi="0.0 0.0 0.0 0.1">

<Event eventid="E001" eventtype="media" eventfile="dialog"

dialogtype="List">

<Item dialogtext="Run away" />

<Next nextid="N002" input="OK" />

<Item dialogtext="Look" />

<Next nextid="N004" input="OK" />

<Item dialogtext="Do nothing" />

<Next nextid="N004" input="OK" />

</Event>

</Node>

<Node nodeid="N002" objectid="">

<Event eventid="E002" eventtype="media"

eventfile="video" url="C:\q\data\Media\THE_RING-2.wav">

<Next nextid="N004" input="TRUE" />

</Event>

</Node>

<Node nodeid="N004" objectid="">
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<Event eventid="E004" eventtype="media"

eventfile="video" url="C:\q\data\Media\THE_RING-2.wav">

<Next nextid="N001" input="NULL" />

</Event>

</Node>

</Scenario>}
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